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 この資料は、衆議院憲法審査会における調査の便宜に供するため、幹事会の協議決定

に基づいて、衆議院憲法審査会事務局において作成したものです。 
 この資料の作成に当たっては、調査テーマに関する諸事項のうち関心が高いと思われ

る事項について、衆議院憲法審査会事務局において入手可能な関連資料を幅広く収集す

るとともに、主として憲法的視点からこれに関する国会答弁、主要学説等を整理したも

のですが、必ずしも網羅的なものとなっていないことにご留意ください。 
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第１ 会期制  

 臨時会は、主として常会閉会後、臨時の必要に応じて召集される国会である。憲法 53
条は、その前段において、内閣が必要に応じて臨時会の召集を決定することができる旨

を定めるとともに、後段において、国会議員の側から要求があったときは、内閣は臨時

会の召集の決定を義務付けられることを定めている。 
 本条に基づく国会議員からの臨時会召集要求については、これまで、内閣がこれに長

期間応じないことがしばしば問題とされてきた。本資料は、主にこうした議論を念頭に

臨時会召集要求をめぐる諸論点を整理しようとするものであるが、この問題は、そもそ

も日本国憲法が国会について会期制を採用しており、立法活動や行政統制を行うべき国

会が活動できない期間が存在していることに端を発するものである。そこで、本論に入

る前に、まずは、１において総論として議会一般の「会期制」をめぐる諸概念について、

２において「日本の国会における会期制」について概観する。 
 
１ 総論1 
（１）概要 

 議会が活動能力を有する期間を「会期」（Session）といい、議会が一定の限られた

期間のみ活動能力を有する制度を「会期制」という2。会期制は、①本来、イギリス国

王の諮問会議から発達した議会が、国王の必要に応じて召集・閉会したという「歴史

的事情」や、②国政全般の効率的運営の見地からして、議会が常時活動することは必

ずしも望ましいものではない（政府からすると、議会によって常時拘束されることは

好ましくなく、議会の活動能力を時期的に限定したい）という「実質的な理由」から、

議会制度の普及に伴って多くの国で採用されてきたとされる3。 
 一方、議会は立法や行政監視などの国政上重要な機能を営むものであるという観点

を重視すれば、議会は常時開会されていることが望ましいことになり、20 世紀のヨ

ーロッパにおいて、議員（二院制の場合は特に下院議員）が選挙されてから次の選挙

までの同一の議員の構成する議会が一つの活動期間として常時活動能力を持ち、これ

を時期的に細分化しない方法（「常設制4」）が現れた。常設制は、「議会は常設である。

ただし議会の指定する期間、休会することができる」と定めた 1793 年フランス憲法

のように、特に民主的・共和的な体制において採用され、政府に対する議会の活動の

独立性を確保する制度としてメリットを有するとされる5。 

 
1 伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）448・449 頁を基に作成。 
2 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

634 頁〔土井真一執筆部分〕 
3 髙辻正己『憲法講説〔全訂第 2 版〕』（良書普及会、1980 年）258 頁、樋口陽一ほか『注解法律学全

集 3 憲法Ⅲ〔第 41 条～第 75 条〕』（青林書院、1998 年）102 頁〔樋口陽一執筆部分〕、野中俊彦ほ

か『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）112・113 頁〔高見勝利執筆部分〕、佐藤幸治『日本国憲法

論〔第 2 版〕』（成文堂、2020 年）488 頁 
4 常設制を「国会が活動期間を自由意思で決定できる憲法上の権限を有する制度」とする説明もある

（芦部信喜『演習憲法〔新版〕』（有斐閣、1988 年）233 頁）。 
5 芦部信喜『演習憲法〔新版〕』（有斐閣、1988 年）233 頁。なお、芦部信喜によれば、常設制につい

ては、①政党間の争いが激化し、②議会での討論が国内の政治的動揺を永続化させ、③立法が多くな
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（２）議会期 

 一般に、「議会」には 2 つの意味6があり、①およそ制度・機関としての議会一般を

指す場合と、②ある選挙で選出された議員で組織される特定時点における合議体をい

う場合とに大別される。②の意味での議会においては、次の選挙があれば新たな議員

で組織・構成される別の「議会」が成立することになるとされる。7 
 この②の意味での議会、とりわけ、ある時点の下院議員総選挙から解散又は任期満

了による次の総選挙までの議会の期間を「議会期」（parliamentary period）という。

これを立法の単位として「立法期」（legislative period）、あるいは両総選挙間の中間

期間として「選挙期」（election period）と呼ぶこともあるが、いずれも議員の任期に

他ならない。8  
 議会期の単位をどのように設定するかは、統治機構の形態及び二院制などの在り方

との関係によるところが多いと考えられる。例えば、解散制度がないアメリカでは、

下院議員選挙と上院議員選挙（3 分の 1 ずつの部分改選制）とが一致する一定の期間

（2 年）を議会期とする一方で、フランスのように議院内閣制を採り下院解散制度の

ある憲法体制下では、伝統的に下院の任期満了又は解散によって総選挙が行われた時

点を議会期の基準としているとされる。9 
 なお、「会期」は「議会期」に内包されるひとつの単位期間ともいえるが、その関

係は、国により異なる。例えば、アメリカやイギリスなどでは、議会の活動期間は、

議会期を単位として議事や議決の継続性が問題とされてきたため、これらの国におい

ては、「会期」は単に議員在任中の年会期（annual session）を指すに過ぎないとされ

る（諸外国議会における議会期と会期の在り方については、後掲「第２ 【参考】諸

外国議会における招集権の所在と議会期・会期の在り方」を参照）。10 
 

 
り、④行政能率を低下させる、などのデメリットも少なくなく、とりわけ日本においては、常設制が

採用されると、内閣提出法案の比重が大きいことと関連して、行政能率が減退し、国会審議が一層停

滞するおそれがあるとされている（上記『演習憲法〔新版〕』233 頁、芦部信喜著・高橋和之補訂『憲

法〔第 8 版〕』（岩波書店、2023 年）335 頁）。 
6 さらに、日本の「国会」という用語には、①②の意味のほか、通常国会、第何回国会というように、

「特定の議会における特定の会議期……又は会期……における集会」という別の意味もあるとされる

（大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）132 頁）。 
7 大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）131 頁、大石眞「憲法問題としての『国会』制度」『憲法秩序

への展望』（有斐閣、2008 年）167 頁、長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・
国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）634 頁〔土井真一執筆部分〕 

8 水木惣太郎『議会制度論』（有信堂、1963 年）385 頁、大石眞「憲法問題としての『国会』制度」『憲

法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）166 頁、長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義

務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）634 頁〔土井真一執筆部分〕 
9 大石眞「憲法問題としての『国会』制度」『憲法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）167 頁 
10 大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）132 頁、大石眞「憲法問題としての『国会』制度」『憲法秩序

への展望』（有斐閣、2008 年）166・168 頁、□村みよ子・山元一編『概説 憲法コンメンタール』（信

山社、2018 年）256 頁〔原田一明執筆部分〕、長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義

務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）634 頁〔土井真一執筆部分〕。なお、大石眞によると、

議会期の下では、会期の終了（閉会）も単なる審議休止を意味するだけで、議会が活動能力を失うわ

けではないとされる（上記「憲法問題としての『国会』制度」166 頁）。 
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２ 日本の国会における会期制 

（１）日本国憲法における会期制の採用とその理由 

 大日本帝国憲法においては、常会の会期を 3 か月とし、その延長及び臨時会の会期

の決定は勅命によって定めるものとして、明文で会期制を採用していた（42 条・43
条）。これは、会期の長さについては常会の当初会期以外、召集権者である天皇が決

定するという趣旨によるものであったとされる11。この背景には、帝国議会の活動を

できるだけ限定的なものにするという発想があったのではないかとの指摘がある12。 
 
○大日本帝国憲法 

第 42 条 帝国議会ハ三箇月ヲ以テ会期トス必要アル場合ニ於テハ勅命ヲ以テ之ヲ延長スル

コトアルヘシ 
第 43 条 臨時緊急ノ必要アル場合ニ於テ常会ノ外臨時会ヲ召集スヘシ 
 臨時会ノ会期ヲ定ムルハ勅命ニ依ル 

 
 これに対し、日本国憲法では会期についての定めは置かれていない13。しかし、会

期ごとに常会・臨時会等の区別を行い、それぞれについて召集を規定するとともに（52
条、53 条、54 条 1 項）、50 条に会期を前提とした文言を置いていることなどから、

日本国憲法は、国会について会期制を採ることを前提としていると解されている14。 
 日本国憲法が会期制を採用した理由としては、①議会は君主が必要に応じて召集・

諮問するものである以上、会期制を採ることが当然であるという歴史的理由や、②大

日本帝国憲法以降の慣行というほかに、実質的な理由として、③会期制による議事の

効率化・立法作業の円滑化の配慮、④常時開会による行政運営の阻害防止という政策

的考慮が挙げられている15。なお、会期制については様々な課題が指摘されているが

（後掲「（２）会期制の課題とその対応」）、会期制が現代においてもなお採用される

実質的理由としては、以上に掲げる理由のほか、⑤議員の選挙区における政治活動の

機会を確保すべきこと、⑥政治的対立を鎮静させる時期が必要であることなどが挙げ

られている16。また、経験的には、⑦会期の存在が少数派にとって合法的に多数派に

抵抗する手段として機能しているとされる17。 
 制憲時の帝国議会の審議においては常設制を求める意見もあったが、「年中無休に

 
11 小嶋和司『憲法概説』（良書普及会、1987 年）421 頁 
12 佐藤幸治『日本国憲法論〔第 2 版〕』（成文堂、2020 年）488 頁 
13 国会法においては、常会の会期は 150 日間とすること（10 条）や、臨時会及び特別会の会期は両議

院一致の議決で定めること（11 条）等が規定されている。 
14 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

635 頁〔土井真一執筆部分〕ほか多数 
15 伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）448・449 頁 
16 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

636 頁〔土井真一執筆部分〕 
17 伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）448・449 頁、樋口陽一『憲法〔第 5 版〕』（勁草書

房、2025 年）364 頁 
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するということは、民主政治を発展させる上で一つの理由がある」とする一方で「常

設制にすると行政能率が著しく減退する」としてこれを退けた上で、「理想は常設制

に置き、現実は会期制に置く」、「万年議会としなかった埋め合わせとして一定数の議

員による臨時会召集要求を設ける」などと説明されている。 
 

【制憲時の議論】 

第 90 回帝国議会 昭和 21 年 6 月 27 日 衆議院・本会議 

○森戸辰男議員 ……國會の會期に付てでありますが、第四十八條は「國會の常會は、毎年一

囘これを召集する。」とあつて、會期が定めてないのであります、國會が國民の代表機關とし

て其の任務を完遂致す爲には、それが絶えず開かれて居ることが必要なのであります、専制

的な傾向の多い國では、出來るだけ議會の會期を短くすると云ふ傾向を持つて居る、之に反

して議會的民主主義の祖國であると云はれる英國に於ては、議會は無休であります、年中休

みなしであります、私は日本が新しい時代に民主主義の國として、殊に英國を學び、議會的

民主主議の國とならうと致すのには、議會は年中無休でなければならぬと信じて居る、已む

を得ず休會する場合には、適當なる代行機關を置き、原則としては年中無休で、國の政治を

常に監視して行かなければならぬと私は信ずる（拍手）政府は國會の常會が一定の會期を持

つことを前堤と致して居るが、此の會期は一體どう御定めになるのか、進んで私は問ひたい

が、何故之を無休とされないのか、之を私は承りたいと思ふのであります…… 

○金森徳次郎大臣 ……國會の會期の問題でありますが、之に付て不休論、國會を始終開けと

云ふ風のことを御述べになりました、國會を常に設けて置くか、設けて置かないかと云ふこ

とに付きましては、各各一得一失あります、此の憲法草案の趣旨は常には設けて置くと云ふ

風ではない、併しながら常に設けて置くと略略同じ結果を得るやうにと云ふのが着想であり

ます、隨て通常會もあり、臨時會もあると同時に、若し國會の或る數量の人が要求せらるる

ならば、國會を開かなければならぬと云ふ原理に依つて築上げられて居りますから、御趣旨

は言葉通りには含まれて居りませぬけれども、大精神に於ては含まれて居るやうに思ひます

…… 
 
第 90 回帝国議会 昭和 21 年 7 月 1 日 衆議院・帝国憲法改正案委員会 

○高橋英吉委員 ……議會は年中無休にしてはどうか、議會が國家の最高機關であると云ふ風

に規定して居るのは、立法例から見ますと、日本だけのやうに思はれるのであります、民主

主義日本に取つて最高の國家機關である議會こそ、最も責務が大であると思ふし、又それだ

けの仕事が伴つて來るものと考へられます、此の年中無休に付てどう云ふ御意見を持つて居

られまするか、此の點に付て御答辨を願ひます 

○金森徳次郎大臣 年中無休と云ふことは、民主政治を發展せしむる上に一つの理由ある御主

張であるかと考へて居りまするが、他の一面に於きまして、政府は現實の政務の遂行をしな

ければなりませぬので、それにも相當の時間が掛る譯であります、だから議會の働きも十分

にし、政府の働きも十分にすると云ふことになりますと、結局政治の上に於ける能率問題と

云ふことが強く現はれて來るのでありまして、單に或る一つの議論のみで答へとするのには

不適當であると思ひます、そこで此の憲法は理想を議會常設に置き、現實を會期制度に置き

まして、必要があれば議會を召集する、又議會の側に於て必要を感ぜられますれば、一定數

の議員から要求されれば、それに基いて政府は議會を召集しなければならぬ、又各個の會期

の制度に付きましても、此の憲法には直接書いてありませぬけれども、國會の諸般の制度を

決めまする法律中のに〔事務局注：ママ〕、議會の會期に付て、實質上議會が十分な働きが出

來るやうな周到な規定を設けようと考へて居ります 
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第 90 回帝国議会 昭和 21 年 9 月 20 日 貴族院・帝国憲法改正案特別委員会 

○大河内輝耕委員 ……「國會の常會は、毎年一囘これを召集する」と五十二條にありますが、

是は今のやり方から見ると、今の三月ではとてもいけない、どうしても是は一年中開いて行

かなければならぬことになると思ふが、大體どんな見當でございませうか 
○金森徳次郎大臣 「國會の常會は毎年一囘これを召集する」とあり、其の外に臨時會の制度

等を豫想して居りますから、前後相承けまして、此の國會は一年中開いて居るのではなく、

會期のあることを此の憲法は前提として居る譯であります、併しそれに對して、會期をなく

してしまつて、一年中開いて置くのも、是も確かに一つの考と思つて居ります、併しものに

は餘り一つの考に徹底することは缺點がありまして、……日本の實情から言ふと、矢張り國

會がありますれば、政府は殆ど全力を國會に對する關係に於て捧げなければならぬので、結

局行政能率を著しく減退するのであります、でありますから、國會には一應の標準を置いて、

若干の會期を設ける、勿論現行制より長くすると云ふ趣旨であります…… 

○金森徳次郎大臣 ……萬年議會制度を執らなかつた埋め合せとして必要の場合は可なり自

由に召集が出來ますのみならず、議會の方で希望があれば、議員の四分の一以上の要求があ

れば、開かなければならぬと云ふことになつて居ります 
 
（２）会期制の課題とその対応 

 我が国では、議会期を細分化した複数の「会期」をそれぞれ独立した意思を持つ「議

会」と擬制するなど、「会期の独立性」が強調されてきたとされる18。前掲「（１）日

本国憲法における会期制の採用とその理由」のとおり、会期制が採用されたことには

一定の理由があるが、会期制に関しては、会期不継続の原則（後掲「【参考】会期不

継続の原則」参照）と相俟って、会期末をにらんで審議日程をめぐる与野党の攻防が

激化し、議事をめぐる混乱を招くことも少なくないといった課題も指摘されている19。 
 また、国家の任務の増大に伴う審議時間の確保や委任立法の審査などの行政に対す

る時宜を得た実効的な統制の必要性の観点から、国会の活動期間を十分に確保すべき

との指摘もある20。先に述べたとおり、そもそも、憲法制定時の帝国議会において既

に国会を年中無休にする、すなわち国会の常設制を求める意見が出されていたところ

であり、また、現行憲法下においても、一時政府において「通年国会制」の構想も検

討されていた21。 
 

18 大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）132 頁、□村みよ子・山元一編『概説 憲法コンメンタール』

（信山社、2018 年）256 頁〔原田一明執筆部分〕、木下智史・只野雅人編『新・コンメンタール 憲法

〔第 2 版〕』（日本評論社、2019 年）508 頁〔只野雅人執筆部分〕。なお、大石眞は、「この擬制から、

例えば質問主意書はもちろん、その他の議案についても、国会閉会中は一切受け付けないという議院

慣行が形づくられたりする。このような国会（会期）観念は、比較議会法の観点からするとまったく

異例のものであって、それを前提とした会期制度が現代議会のあり方として合理性をもつかどうかは、

大いに問題となろう。」と指摘している（上記『議会法』132 頁）。 
19 大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）135 頁、木下智史・只野雅人編『新・コンメンタール 憲法〔第

2 版〕』（日本評論社、2019 年）508 頁〔只野雅人執筆部分〕、佐藤幸治『日本国憲法論〔第 2 版〕』（成

文堂、2020 年）488 頁 
20 大石眞「憲法問題としての『国会』制度」『憲法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）167・168 頁、

長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

636・637 頁〔土井真一執筆部分〕 
21 第 72 回国会 昭和 48 年 12 月 12 日 参議院予算委員会 鈴木強委員に対する田中角栄内閣総理

大臣答弁 



 

6 

 しかし、憲法が会期制を前提とすることから、形式的に会期をなくすことは許され

ず、「常設制」や「通年国会制」は憲法の趣旨とするところではないとされている22。

そこで、53 条の解釈・適用や会期不継続の原則をめぐる課題が適切に解決されない

場合の対応として、運用において改善を図ること（下記ア）も提案されている。また、

一歩進んで、会期制から「立法期」を単位とする制度等への切替え（下記イ）も提案

されている。 
 
ア 運用において改善を図るべきとの主張 

 ……憲法が会期制を前提とする限り、形式的に会期をなくすことは許されず、また、

会期制が採られる……理由のうち、とりわけ①および③〔事務局注：国務大臣等の長期

間にわたる議会への拘束の防止、議員の選挙区における政治活動の機会の確保〕につい

ては配慮が求められよう。しかし、時宜を得た実効的な行政統制が国会の重要な任務で

ある以上、会期の期間の設定は、その遂行に実質的な支障が生じないように行われなけ

ればならない。 
 この点、憲法は、……大日本帝国憲法と異なり、会期の設定が専ら内閣の判断に委ね

られることはなく、また臨時会の召集も慣行となっていることから、現在の運用で特段

の支障はないとの判断もあり得るところである。しかし、53 条の解釈・適用について問

題があり……会期不継続の原則をめぐる課題……が適切に解決され得ないのであれば、

イギリスのように、会期の期間を長期に設定し、議事の整理や休会を利用するなどして、

国会が自律的に……①および③の要請に配慮する慣行を築くことも検討に値するので

はないかと考えられる。23 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）637 頁〔土井真一執筆部分〕 

 
イ 「立法期」制度や「通年国会制」を導入すべきとの主張 

 ……会期不継続の原則は、会期制度をとることの必然的帰結ではなく、会期制度と会

期不継続の原則とは切り離して考えることができる。したがって、議事運営の合理性を

考えるなら、むしろ立法期を単位とした議事・議案の継続性という制度に切り替えるべ

きであろう。日本議会法が墨守している「会期」制度は、イギリス中世時代に、国王が

必要な場合にだけ「議会」を召集した時の考え方の名残りを明治憲法を制定した時に取

り入れ、それを今日まで絶対視してきた結果にすぎない。 
大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）136 頁 

 

 ……国会審議の活性化・実質化・透明化、あるいは与党審査制を廃止した上での政府・

与党・野党間の国会におけるやりとりをより充実したものにするためには、それ相当の

時間が必要になると思われる。そしてそのために、通年国会制への転換と会期不継続原

則の廃止は積極的に検討されてしかるべきものと考える。…… 

 
22 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）391 頁、樋口陽一『憲法〔第

5 版〕』（勁草書房、2025 年）364 頁、長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国

会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）637 頁〔土井真一執筆部分〕。ただし、「日本国憲法が常設制を

排斥するものかどうかは、必ずしも明らかではない」との見解もある（野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5
版〕』（有斐閣、2012 年）113 頁〔高見勝利執筆部分〕）。 

23 引用文献中の下線は事務局において付したもの。以下同じ。 
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岡田信弘「『国会改革論』雑考－政治学と憲法学の対話－」 

岡田信弘・笹田栄司・長谷部恭男編『憲法の基底と憲法論－思想・制度・運用－』 

（信山社、2015 年）302・303 頁 

 
（３）会期の種類（常会・臨時会・特別会）24 

   国会の会期については、憲法において、毎年 1 回「常会」を召集すること（52 条）

や内閣が必要と認めた場合や議員の要求があった場合に「臨時会」の召集を決定する

こと（53 条）が定められている。また、衆議院の解散による総選挙の日から 30 日以

内に国会を召集しなければならない（54 条 1 項）こととされており、国会法におい

て、これを「特別会」と呼ぶこととされている（国会法 1 条 3 項）。 
   会期の名称は召集の原因により異なるが、国会の権能は会期の種類の別によって異

なるところはない。会期ごとの主な特徴をまとめると、以下のとおりである。 
 

【会期の種類（常会・臨時会・特別会）ごとの主な特徴】 

 召集時期 
詔書公布

時期 
主たる案件 会期 延長 

常会 

毎年 1 回、1 月中に

召集するのが常例 
［憲 52、国会 2］ 

少なくと

も 10 日前 
［国会 1Ⅱ］ 

総予算等、毎年定例で

提出されるもの 
予算関連法案等 

150 日間 
［国会 10］ 

1 回まで 
［国会 12］ 

臨時会 

内閣が必要とする

とき又は議員の要

求があるとき 
［憲 53］ 

上記によ

らない 
［国会 1Ⅲ］ 

臨時の必要のある案件 
両院一致の

議決で決定 
［国会 11］ 
両議院の議
決が一致し
ないとき又
は参議院が
議決しない
ときは､衆議
院の議決し
たところに
よる 
［国会 13］ 

2 回まで 
［国会 12］ 

国会議員の任期満

了 に 伴 う 選 挙 時

は、任期が始まる

日から 30 日以内 
［国会 2 の 3］ 

院の構成 

特別会25 

衆議院の解散に伴

う総選挙の日から

30 日以内 
［憲 54Ⅰ］ 

院の構成、 
内閣総理大臣の指名 

［憲 70、67］ 

 
   会期が開始し、国会が活動能力を得ることを開会といい、国会の会期が終了し、国

会の活動能力が失われることを閉会という。一般に、両議院には同時活動の原則が妥

当するといわれており、国会の開会・閉会、すなわち会期の始期及び終期については、

両議院において同一である。 
   日本国憲法における国会の召集は、会期を開始させるために、国会議員に対して、

一定の期日に各議院に集会するよう命じる行為をいい、天皇の詔書の形式で行われる。

 
24 小嶋和司『憲法概説』（良書普及会、1987 年）419-421 頁、野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有

斐閣、2012 年）115・116 頁〔高見勝利執筆部分〕、長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及

び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）637-641 頁〔土井真一執筆部分〕などを基に作成。 
25 特別会は、常会と併せて召集することができる（国会法 2 条の 2）。 
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国会は、召集により国会議員が集会することによって、直ちに活動能力を取得し26、

会期は召集の当日から起算する（国会法 14 条）。 
   他方、国会は、会期の期間が満了したとき、衆議院が解散されたとき、又は議員の

任期が満了したときに閉会する。開会と異なり、国会の閉会を命じる独立の意思行為

はない。 
 
【参考】会期不継続の原則27 

 前掲「（２）会期制の課題とその対応」で述べたとおり、会期制を採用する我が国

においては、「会期」はそれぞれ独立した意思を持つ議会とされており、国会は会期

ごとに順次第何回国会と称し28、それぞれ独立して活動する（「会期独立の原則」29）。

これにより議事運営について異なる会期間において議会の意思の継続はないとする

原則が導かれ、これが「会期不継続の原則」と呼ばれている30。会期不継続の原則に

ついて憲法上明文の規定はないが、国会法において「会期中に議決に至らなかつた案

件は、後会に継続しない」旨が規定されている（68 条本文）。 
 なお、会期不継続の原則は憲法上の不文の原則であり、国会法 68 条はこれを注意

的に規定しただけであるとの見解（「憲法原則説」）31があるが、国会の自律的選択に

よるものとの見解（「国会裁量説」）32が通説である。 
 この会期不継続の原則は、歴史的には、初期イギリス議会の在り方に由来するもの

である。初期イギリス議会は、国王が必要と判断する場合に必要な期間に限って召集

され、その諮問に応えるものであったが、会期ごとに諮問事項が異なり、また会期と

会期の間が長期にわたることから、異なる会期間において議会の意思の継続を想定す

ることが困難であった。このような事情から、イギリス議会において会期不継続の原

則が確立し、それが 19 世紀にヨーロッパ諸国に広がり、我が国もドイツ帝国議会議

事規則を通じてこれを継受したとされる。現代においても帝国議会の例33に倣って継

続的に会期不継続の原則が認められてきたが、比較議会法的に見た場合、仮に会期制

を採ったとしても今もなおこの原則を採用している国は極めて少なく、考慮すべき点

もあるとされる34。 

 
26 これに対し、大日本帝国憲法では、7 条に「天皇ハ帝国議会ヲ召集シ其ノ開会閉会停会及衆議院ノ

解散ヲ命ス」と定められているとおり、召集と開会は区別されていた。旧議院法では、召集、成立、

開会の三段階が区別され、開院式における天皇の開会の勅語によって議院は活動能力を取得した（黒

田覚・林田和博『国会法 選挙法』（有斐閣、1958 年）70 頁〔黒田覚執筆部分〕）。 
27 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

644 頁〔土井真一執筆部分〕を基に作成。 
28 『平成 29 年版衆議院先例集』1、『令和 5 年版参議院先例録』1 
29 野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）113 頁〔高見勝利執筆部分〕 
30 黒田覚・林田和博『国会法 選挙法』（有斐閣、1958 年）65 頁〔黒田覚執筆部分〕、原田一明『議会

制度－議会法学入門』（信山社、1997 年）213・214 頁 
31 鈴木隆夫『国会運營の理論』（聯合出版社、1953 年）423・424 頁 
32 芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法〔第 8 版〕』（岩波書店、2023 年）334 頁、清宮四郎『憲法Ⅰ〔第

3 版〕』（有斐閣、1979 年）225・226 頁、小嶋和司『憲法概説』（良書普及会、1987 年）423 頁 
33 旧議院法 35 条において「帝國議會閉會ノ場合ニ於テ議案建議請願ノ議決ニ至ラサルモノハ後會ニ

繼續セス」と定められていた。 
34 黒田覚・林田和博『国会法 選挙法』（有斐閣、1958 年）66 頁〔黒田覚執筆部分〕、原田一明『議会
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 なお、会期末までに成立しなかった議案は、本来であれば審査未了、廃案とならざ

るを得ないが、これでは議案の能率的な処理を阻むことになってしまうため、大日本

帝国憲法時代から継続審査という制度が設けられ35、現行憲法下でも引き続き採用さ

れている（国会法 47 条、68 条ただし書）。通常、その会期の終わりに、委員会から

その決議により閉会中審査36を希望する案件を文書によって議長に申し出て、議長は

これに基づいて議院に諮り、院議による決定をすることで、委員会は会期外（閉会中）

においても議案審査を行うことができ、次の会期の始めに前の会期と同じ委員会に付

託される37、すなわち議案が継続されることとなる。38 
  

 
制度－議会法学入門』（信山社、1997 年）214・215 頁、大石眞「憲法問題としての『国会』制度」

『憲法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）165・166 頁 
35 旧議院法 25 条において「各議院ハ政府ノ要求ニ依リ又ハ其ノ同意ヲ經テ議會閉會ノ間委員ヲシテ

議案ノ審査ヲ繼續セシムルコトヲ得」と定められていた。 
36 参議院では継続審査と呼ばれる（『令和 5 年版参議院先例録』138） 
37 参議院においては、常任委員会において閉会中に審査が終わらなかった議案は、次の国会において

これを改めて付託することなく、その委員会において審査を続ける（『令和 5 年版参議院先例録』185）。 
38 大石眞『議会法』（有斐閣、2001 年）135 頁、『平成 29 年版衆議院先例集』198・199、『平成 29
年版衆議院委員会先例集』273 
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第２ 議会の活動の開始  

１ 議会の集会方式による分類39 

 議会がその活動を開始する方法については、国により、また、場合によっては同じ国

でも時代により異なるが、通常、①法定期日に議員が集会する定時的集会制（例えば、

アメリカ）、②議会の議決により議員が自主的に集会する自律的集会制（例えば、ドイ

ツ）、③行政府（元首）の招集40によって集会する他律的集会制の 3 つに分類すること

ができるとされる。 
 このうち、③の他律的集会制には、(a)専ら行政府（元首）の招集を待って集会するも

の（例えば、イギリス、戦前日本の帝国議会）、(b)行政府（元首）による招集の建前を

採るが、議院・議員にも招集要求権を認めるもの（例えば、イタリア、日本）とがある

とされる。 
 

【議会の集会方式と採用国の例】 

議会の集会方式 （形式的な）招集権者 
議院・議員による 

招集要求権の有無 
採用している国（議会） 

①定時的集会制 
－ 

（招集決定は不要） 
－ アメリカ 

②自律的集会制 議会の議決又は議長 
行政府・元首による招集要

求権あり 
ドイツ 

③他律的集会制 他の機関（行政府・元首） 

(a)なし（専ら行政府・元首

の招集を待って集会） 

イギリス 

戦前の日本（帝国議会） 

(b)あり（折衷型） 
イタリア 

日本 

 
 日本国憲法上、国会は、内閣の助言と承認に基づき天皇が召集する（7 条 2 号）こと

によって、活動能力を取得することから、形式的には他律的集会制（③）に属すると考

えられる。その上で、臨時会について「いづれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求

があれば、内閣は、その召集を決定しなければならない」（53 条後段）と規定しており、

また、衆議院が解散されたときは、総選挙の日から 30 日以内に国会の召集を義務付け

ていることから、自律的集会制や定時的集会制の要素も内包している「折衷型」（③(b)）
であるとされている。41 

 
39 野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）116・117 頁〔高見勝利執筆部分〕に基づく

分類。ただし、会議の種類（常会、臨時会、選挙後の会議等）によって採用している集会方式が異な

る国が少なくないこと、また、そもそも形式的な招集権者と実質的な招集権者が異なる場合もあるこ

と等から、各国とその国の議会の集会方式を 1 対 1 で単純に対応させることは困難であると考えられ

る。 
40 一般に、「招集」とは会議体を成立させるためにその構成員に集合を求める手続をいい、国会につい

ては特に「召集」という用語が用いられる（大森政輔ほか編『法令用語辞典〔第 11 次改訂版〕』（学

陽書房、2023 年）412 頁〔高□正己執筆部分〕）とされるが、本資料においては、元首等による「召

集」のみを指す場合を除き、便宜上、基本的に「招集」の語を用いている。 
41 小嶋和司『憲法概説』（良書普及会、1987 年）418 頁、佐藤幸治『日本国憲法論〔第 2 版〕』（成文

堂、2020 年）489 頁、長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』
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 なお、大日本帝国憲法下では完全なる他律的集会制（③(a)）であったが、新憲法制定

に当たり極東委員会が示した「日本の新憲法についての基本原則」42によれば、「3 条ｃ 
立法機関は、任意に会議を開く権限を有する」（事務局仮訳）とされており、自律的集

会制（②）とすることを示唆していた。 
 
２ 国会の召集権43 

 日本国憲法では、天皇の国事行為として「国会を召集すること」（7 条 2 号）を定め

ているが、天皇は「国政に関する権能を有しない」（4 条 1 項）ことから、召集の実質

的決定権の所在が問題となる。臨時会の召集については、憲法 53 条に内閣の実質的決

定権が明記されているが、常会及び特別会については何ら規定がない。そこで、常会及

び特別会については、7 条及び 3 条に定める「内閣の助言と承認」に根拠を求める見解

と、臨時会の規定を類推適用する見解に分かれるが、両説とも内閣に実質的決定権があ

ることを認める点では共通している。 
 

ア 7 条及び 3 条に定める「内閣の助言と承認」に根拠を求める見解 

 C 説（7 条説）〔事務局注：憲法 7 条 3 号の衆議院の解散という国事行為に対する内閣

の「助言と承認」を根拠として、内閣の自由な解散決定権が認められるとする説〕をと

れば、7 条に言う「助言と承認」は内閣による実質的決定を含まない場合と含む場合の

2 つが存在することになり、その点で問題もあるが、解散権の所在を憲法上確実に根拠

づけるためには、他の説よりも適切であると思われる（国会の召集権の場合も同様であ

る＊）。 
＊召集権の所在 臨時会については、内閣に召集の実質的決定権があることが憲法上明

記されているので（53 条）、それを類推解釈すれば、常会・特別会の場合も同様であ

る、という説もある。……しかし、こういう類推解釈が成り立つか疑問である。 
芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法〔第 8 版〕』（岩波書店、2023 年）50 頁 

 
 国会の召集や、衆議院の解散が高度に政治的な行為であるのはもちろん、栄典の授与

のような行為でも、けっして儀礼的・名目的な行為ではない。そこで、それらを天皇が

儀礼的・名目的な行為として行うためには、天皇以外のだれかがそれらの行為を実質的

に決定しなくてはならない。それはだれかというと、ほかの憲法の規定の定める制約の

もとにおいて、原則として、内閣である。天皇が「内閣の助言と承認により」、それらの

「国事に関する行為を行ふ」とは、このことを意味する。 
 ……国会の召集を決定し得るのが内閣であることも、何人によっても争われないが、

その根拠はなにか。臨時国会の召集については、内閣がその決定権を有する旨の明文が

ある（53 条）が、常会や特別会の召集については、そうした明文はない。これも当然に

「行政権」に含まれると見ることもむずかしいだろう。 

 
（有斐閣、2020 年）637・638・659 頁〔土井真一執筆部分〕 

42 1946 年（昭和 21 年）7 月 2 日に極東委員会が初めて示した新憲法に盛り込むべき原則（国立国会

図書館ウェブサイト「日本国憲法の誕生 4-6 極東委員会『日本の新憲法についての基本原則』」

（https://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/04/120shoshi.html）（最終閲覧日令和 7 年 4 月 23 日。

以下同じ）） 
43 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

637-639 頁〔土井真一執筆部分〕を基に作成。 
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 ……天皇が内閣の助言と承認により国事に関する行為を行うとは、それらの行為を実

質的に決定する権が、もちろん憲法のその他の規定の制約のもとにおいて、内閣にある

ことを意味するとする解釈に反対して、内閣の助言と承認はなんらの実質的決定権を含

むものでなく、ある行為について内閣が助言と承認の権を有することは、内閣がその行

為の実質的決定権を有することを意味するものではない、とする見解は、以上で明らか

にせられたように、憲法が明文で要求している「内閣の助言と承認」をまったく無意味

な儀礼的・名目的な行為と見ることに帰着する。……いずれの点から見ても、右の見解

は、既定の文字にとらわれすぎた見解であり、憲法の精神に適合するものとは考えられ

ない。 
宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年） 

104・105・107・108 頁 
 

イ 臨時会の規定を類推適用する見解 
 ……天皇の召集行為の前提となる、召集の実質的決定権について、それが内閣にある

とみるのは、異論のないところである……憲法第 53 条には、「内閣は、国会の臨時会の

召集を決定することができる」とある。これは、臨時会についてのみで、常会および特

別会については明文の規定はないが、これから推定して、憲法は、常会および特別会の

場合も、臨時会の場合と同様に考えているものとみてよかろう。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）176・177 頁 

 

 ②説〔事務局注：天皇の国事行為は、日本国憲法独自の制度であって、議院内閣制の

一般的なモデルに基づく理解は不適切とする説〕の立場でも、内閣が実質的決定権を有

する国事行為の範囲が、①説〔事務局注：憲法に別段の定めがない限り、国事行為の実

質的決定権は、助言と承認をなし得る内閣にあるとする説〕と異なるわけではない。し

かし、①説と異なり、助言と承認に、内閣の実質的決定権の根拠を求めることはできな

いので、別の根拠を用意する必要がある。ここでも、憲法自体に、それを内閣の権限と

する明文の根拠がある場合には、問題はない。……臨時会の召集（53 条）……などがそ

れにあたる。問題になるのは、やはり明文の根拠がない場合であり、とくに……臨時会

以外の国会の召集が議論の焦点となっている。 

 臨時会以外の国会の召集については、臨時会に関する定めから内閣の決定権を類推す

ることが許されよう（清宮・憲法Ⅰ177 頁）。…… 

長谷部恭男『憲法〔第 8 版〕』（新世社、2022 年）80・81 頁 
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【参考】諸外国議会における招集権の所在と議会期・会期の在り方 

                 招集権者 

原 則 例 外 

アメリカ 

➣招集行為不要（原則、毎年1月3日に当然
に開会）【憲法修正20条2節】 

 
 
 
 

➣非常の場合、臨時会を大統領が招集【憲法2
条3節】 

 ※1948年を最後に招集事例なし 

イギリス 

➣国王が召集（形式的には枢密院の助言に、実質的には首相の助言に基づいて行使） 

イタリア 

➣選挙後の初会議は総選挙から20日以
内に開く【憲法61条1項、87条3項（下記注

１参照）】 
➣招集行為不要（2月及び10月の休日でな

い最初の日に当然に集会）【憲法62条1
項】（下記注２参照） 

➣各議院は、議長、大統領又は議員の3分の1の
発議により、臨時に招集【憲法62条2項】 

※一議院が集会する場合には、他の議院も当
然に招集される【憲法62条3項】 

 

ドイツ 
 

下 
院 

➣選挙後の初集会は前下院議長が招集
【憲法39条2項、下院規則1条1項】 

➣その後の通常の会議については招集
行為不要（下院が閉会・再開期日を決定）
【憲法39条3項】 

➣左記以外（3分の1以上の下院議員、大統領又は
首相が要求）の場合は、下院議長が特別会議
を招集【憲法39条3項】 

 
 
 
 

 

上 
院 

➣通常の会議については上院議長が招
集【憲法52条2項】 

 
 

➣左記以外（2州又は連邦政府の要求）の場合は、
上院議長が特別会議を招集【憲法52条2項、上
院規則15条1項】 

フランス 

➣常会・当然会（総選挙後の初回の集会
等）は招集行為不要【憲法28条1項、12
条3項、16条4項】 

 
 
 

➣臨時会は大統領が招集（首相又は下院議員の
過半数の要求に基づき招集）【憲法29条1項、30
条】 

※慣習上、下院議員の要求に応ずる必要なし
（応じた例は1979年の1回のみ。拒否例もあり） 

日本 

➣天皇が召集（内閣の助言と承認による）
【憲法7条2号、52条、53条前段、54条1
項】 

➣いずれかの議院の総議員の4分の1以上の要
求があれば、内閣は臨時会の召集を決定し
なければならない【憲法53条後段】 

➣天皇が召集（内閣の助言と承認による）【憲法
7条2号】 

（参考） 
大日本帝国憲法 

➣天皇が召集【憲法7条、41条、43条1項、45条】 
 
  

（注１）大統領が最初の集会日を決めるとされている【憲法87条3項】 
（注２）上院規則には「議長が招集する」との規定があるが【上院規則 52 条 1 項】、下院規則に同様の規定は見当たらない。 
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議会期 会期の在り方 

2年間 
➣下院の任期2年は上院の任期6年のうち3分の1

が改選される2年ごとの期間と同一でありこれ
が議会期となる 

➣奇数年の1月3日の正午に開始し、2年後の1月3
日の正午に終了する【憲法修正20条1節】 

ほぼ通年会期 
➣毎年1回以上集会【憲法修正20条2節】 
➣会期は通常、1月～11月・12月【両院一致決議】 

総選挙から次の総選挙までの期間（解散がなければ
5年間） 
➣下院議員の任期と同一（議会期固定法（2011年9月

制定、2022年3月廃止）が適用されていた間は5年間
に固定） 

➣総選挙は少なくとも5年ごとに実施されなけれ
ばならない 

ほぼ通年会期 
➣常会・臨時会の区別なし 
➣会期の期間の定めなし（議会期固定法制定前：10

月又は11月から概ね1年程度、固定法制定後：5月か
ら概ね1年程度、固定法廃止後：5月に召集） 

➣1960年以降の閉会期間は3週間未満（通常、1週間
程度） 

➣クリスマス（2～3週間）、夏季（2か月弱）、秋季
党大会期（1か月弱）など7回の休会あり 

総選挙から次の総選挙までの期間（解散がなければ
5年間） 
➣下院議員及び上院議員の任期はともに5年【憲法

60条1項】 
➣大統領は両議院又は一議院のみを解散するこ

とができる【憲法88条1項】 
※解散・総選挙は両院同時に行われることが慣例

になっている 

議会期は会期に分かれていない 

総選挙後の最初の集会日から次の選挙後の下院
の最初の集会日までの期間である選挙期が相当
（解散がなければ4年間） 
➣下院は4年の任期について選挙する（新たな選挙

は、解散がなければ、選挙期の開始から46か月後に
当たる月から48か月後に当たる月の間に行われる）
【基本法39条1項】 

会期制度なし 
➣会議開催は年間22～24週程度（与野党合意に基づ

き設定。通常、2週間会議を開き、1～2週休む） 

議会期（選挙期）の制度は存在しない 
➣上院は、各州の政権交代等により随時構成員が

変化する 
 

会期制度なし（議長任期等に関する職務年のみ存在） 
➣職務年は11月1日～翌年10月31日【上院規則】 
➣会議開催は年間11日程度（合意に基づき設定） 

下院議員の任期である立法期が相当（解散がなけ
れば5年間） 
➣下院議員の任期は、選挙があった年から5年目

に当たる年の6月の第3火曜日に満了【選挙法典
LO121条】 

➣上院には立法期はない 

会期（常会・臨時会・当然会）の別あり 
➣常会は10月最初の平日～翌年6月最後の平日【憲

法28条1項】 

なし 
※衆議院議員の任期は 4 年（解散があれば、その

時点で任期終了） 
 

会期（常会・臨時会・特別会）の別あり 
➣常会の会期は150日【国会法10条】 
➣臨時会及び特別会の会期は、両議院一致の議決

で定める【国会法11条】 
 

なし 
※衆議院議員の任期は 4 年（解散があれば、その

時点で任期終了） 

会期（常会・臨時会）の別あり 
➣常会の会期は3か月【憲法42条】 
➣臨時会の会期は勅令による【憲法43条2項】 

【出典】安田隆子「欧米主要国議会の会期制度【第 2 版】」調査と情報 1098 号（2020 年）、上綱秀治「【イ
ギリス】2022 年議会解散及び召集法の制定」外国の立法 292 号（2022 年）16 頁、"Parliamentary ses
sions and sittings"（英国議会ウェブサイト（https://www.parliament.uk/about/how/occasions/
calendar/））、芦田淳「2022 年イタリア上院規則改正―議員定数削減への対応等―」外国の立法 297 号
（2023 年）58 頁等を基に作成。
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第３ 臨時会の召集要求（憲法 53 条後段） 

１ 憲法 53 条後段の趣旨・実例等 

（１）概説 

○日本国憲法 

第 53 条 内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議院の総議

員の 4 分の 1 以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなければならない。 
 

ア 趣旨 

    憲法 53 条は、内閣が必要とするとき（前段）のほか、いずれかの議院の 4 分の

1 以上の議員の要求があるとき（後段）に臨時会を召集することを定めている。 
この後段の規定の趣旨について、制憲時の帝国議会の審議において、金森徳次郎

大臣は、「臨時会召集要求をする権能を過半数に至らない少数派に認めることによ

って、少数派の意思が主張できる機会を確保することができ、その方が民主政治の

本質に合っている」旨の答弁をしている。 
 

第 90 回帝国議会 昭和 21 年 9 月 21 日 貴族院・帝国憲法改正案特別委員会 

○金森徳次郎大臣 ……此の議會を臨時召集する權能と云ふものは、其の議院を構成す

る力の過半數に認めないで寧ろ少數に認めまして、少數の人が要求致しましても議會

は開かれる、茲に少數派の意思も十分主張し得る機會も出て出る、此の見解の方が正

しいと思ひます、唯それを四分の一以上にするか、六分の一以上にするかと云ふこと

は、又外の角度を考へなければなりませぬが、原則と致しましては、二分の一と致し

ますよりも、それよりも少い數で以て召集權を構成せしむる方が民主政治の本質に合

つて居るのではなからうかと我々密かに考へて居ります…… 
 
学説上も、日本国憲法では、国会の実質的な召集権は内閣にあるため（前掲「第

２ ２ 国会の召集権」参照）、憲法 53 条後段が議員に臨時会召集要求権を認めてい

るのは国会の立場を尊重する趣旨のようにもみえるが、議院内閣制の下では、国会

の多数派は内閣による召集決定を促すことができることから、この制度によって実

際に保障されるのは少数派の権利であると解されている。 
また、内閣の意思として現れる国会多数派の意思というものは、実際には憲法の

定める衆議院優越主義の結果として、衆議院の多数派の意思であることが多いであ

ろうことから、参議院の意思（必ずしもその少数派の意思に限らず）がこの 4 分の

1 以上の要求という形で現れることに重要な意義があるとの指摘もある。 
 

議員にこのような臨時会召集要求権を認めるのは、国会全体の立場を尊重する趣旨の

ようにみえるが、議院内閣制のもとでは、国会の多数派は、内閣の召集決定をうながす

ことができるから、この制度によって実際に保障されるのは少数派の権利である。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）228 頁 
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この臨時会召集要求権は、召集を行政部にのみ委ねるのではなく、国会の立場を配慮

しているようであるが、議院内閣制のもとでは、実際上は、国会における少数派の権利

を認めたものである。 
伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）452 頁 

 

臨時会の召集事由は多種多様であるが、議院内閣制のもとで、国会内の多数派は、内

閣に召集の決定を促すことができることから、臨時会の召集に関しては何ら支障はない

が、少数派は、（イ）の要件〔事務局注：いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要

求〕のもとに、内閣に対して臨時会の召集を義務づけることにより、その召集が一定の

権利として保障されていることが重要である。 

野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）116 頁〔高見勝利執筆部分〕 

 

4 分の 1 と定めたことには特別の根拠はないというべきであろうが、この憲法の定め

る議院内閣制の結果として、国会の多数派の意思は内閣の意思として発現しうることが

予想されているのであるから、この 4 分の 1 という数が少数派の権利保護の機能を期待

したものであることは認められよう。さらに内閣の意思として現われる国会多数派の意

思というのも実際的にはこの憲法の定める衆議院優越主義の結果として衆議院の多数

派の意思であることが多いであろうから、参議院の意思（必ずしもその少数派の意思に

限らず）がこの 4 分の 1 という形で現われることも予想されているといえよう（従来の

例では、多くの場合、両議院の議員の双方の要求に基づいて召集されている。……）。 
佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）712 頁 

 
「いづれかの議院」とは、衆議院または参議院のいずれか一つの議院または両議院を

意味する。それゆえ、衆議院に基礎を置く内閣とは別に、「参議院独自の立場において行

使される」……ことに重要な意義がある。 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）662 頁〔土井真一執筆部分〕 

 
4 分の 1 という数字には、厳密な理論的根拠があるわけではなく、議員側に集会した

いという意向がある場合には、なるべくひろくそれに実現の機会を与えようとする趣旨

であると考えられる。本来国会における少数者の権利を保障しようとして創設された制

度とはみなしがたいが、議院内閣制をとるこの憲法の下では、国会の（多数者の）意思

は、常に内閣の意思として発現しうるように制度的に保障されているのであるから、実

際には、国会一般の立場というよりは、少数党（野党）の立場か、或いは参議院独自の

立場において行使されることが多いであろう。従つてこれは、機能的には、少数者の権

利の保障たる実質をもつていることは否定できない。 
法学協会『註解日本國憲法 下巻（1）』（有斐閣、1953 年）828 頁 

 
このように各議院の少数派に臨時会召集要求権を認めているのは、国会に期待さ

れている内閣及び行政各部の活動に対する監視・統制を実効的に機能させるために

は野党の果たすべき役割が重要であることに鑑みたものであり、本条後段は、国会

審議を通じて内閣に行政権の行使について国会に対し負う責任（憲法 66 条 3 項）、

とりわけその説明責任を全うすることを求めるものと解されている44。 
 

44 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）



 

18 

   

イ 「いづれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上」の意味 

    「いづれかの議院」とは、衆議院又は参議院のいずれか一つの議院又は両議院を

意味している45。 
    「総議員」の意味については、学説上「現在議員数説」と「法定議員数説」が対

立している。「現在議員数説」とは、死亡・辞任・除名などによる欠員を排除した

現在議員の総数を総議員と解するものであり、「法定議員数説」とは、法律の定め

る各議院の定数を総議員と解するものである46。なお、「総議員」という文言は、憲

法 53 条のほかに、56 条 1 項、96 条 1 項にも規定されており、それらの意味は同

様のものと一般に解されているようである47。 

    現在議員数説からは、法定議員数を総議員とすると、本来どのような意見をも持

つことのできないはずの欠員の議員が、一定の意見を持ち、それによって一定の態

度をとったのと同様に取り扱われる結果になってしまうことから、不合理であると

指摘されている48。 

    他方で、法定議員数説からは、現在議員数を総議員とすると、死亡や当選無効等

により会議の途中でさえ変更があり得ることなどの指摘がなされている49。 
    また、基本的に議院運営上の問題であることから、議院自ら判断すべきことがら

と考えるべきとの指摘もなされている50。 
    学説上は、現在議員数説も有力であるが、実務上は、総議員を法定議員数と解す

るのが大日本帝国憲法時代からの両議院の先例となっている51。 

 

第 91 回帝国議会 昭和 21 年 12 月 23 日 貴族院・国会法案特別委員会 

○大木操委員 ……〔事務局注：国会法案〕第三條に「議院の總議員の四分の一」云々

とありますが、總議員と云ふのは憲法にもありますが、是は法定數ですか、現在員數

ですか、憲法と同一解釋になるのですか…… 

○佐藤法制局次長 ……一應法定數と考へて居ります…… 

 

  

 
664 頁〔土井真一執筆部分〕 

45 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

662 頁〔土井真一執筆部分〕 
46 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

662 頁〔土井真一執筆部分〕 
47 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）790 頁、佐藤功『憲法（下）

〔新版〕』（有斐閣、1984 年）712・728・1256・1257 頁 
48 宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）399 頁 
49 野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）124 頁〔高見勝利執筆部分〕 
50 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

662・663 頁〔土井真一執筆部分〕 
51 『平成 29 年版衆議院先例集』228、『令和 5 年版参議院先例録』241、長谷部恭男編『注釈日本国憲

法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）662 頁〔土井真一執筆部分〕、

野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）124 頁〔高見勝利執筆部分〕 
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○現在議員数説 

「総議員」の意味については、(a）その議院の議員の法律で定められた定数と解する

説と、(b）現にその任にある議員の総数（欠員は含まない）と解する説とがある。 
 本条の文字からは、むしろ前説のように解すべきもののようにおもわれ、また、実例

はそう解しているようである。しかし、そう解すると、本来どのような意見をももつこ

とのできないはずの欠員の議員が、一定の意見をもち、それによって一定の態度をとっ

たのと同様に取り扱われる結果になることがあって、不合理である。おそらく後説を正

当とすべきであろう……。〔事務局注：憲法 53 条に関する記述〕 
宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）399 頁 

 

 定足数ということの性質から見て、現に会議に出席しうる状態にある議員の数を基準

とすべきであるから、現在員数を指すと解するのが妥当であろう。〔事務局注：憲法 56
条に関する記述〕 

佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）728 頁 

 

 議事定足数とされる「総議員の 3 分の 1」という要件については、(a）法定議員数を

指すのか、(b）現在議員数を意味するのかといった問題がしばしば争われる。この点に

ついては、基本的に議院運営上の問題であるから、議院自ら判断すべきことがらとも言

えるが、出席可能性のない欠員分を「出席」の計算に入れることは妥当でないと考える

べきであろう。〔事務局注：憲法 56 条に関する記述〕 
大石眞『憲法概論Ⅰ』（有斐閣、2021 年）266・267 頁 

 

○法定議員数説 

ここにいう総議員について、死亡などで欠員となった数を除いた現在議員の総数と解

する説も有力である。定足数の趣旨からいって欠員を算入するのは不合理ともいえる。

しかし、実際的考慮を加えるならば、法定議員数とすることがまさると思われる。それ

は定足数がつねに一定していること、3 分の 1 という既に低いとみられる定足数をゆる

める解釈は望ましくないこと、96 条 1 項の憲法改正の場合の総議員の解釈とそろえる

ことなどがその理由である。国会の先例も、法定議員数と解している。会議に出席した

者は、表決において棄権し、白紙投票を投じても定足数に算入されると解してよい。出

席した者を欠席扱いするのは不当であるからである。〔事務局注：憲法 56 条に関する記

述〕 

伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）455・456 頁 
 

 総議員の意味については、①法律上の定数とする説と、②現在議員数、すなわち法律

上の定数から欠員を差し引いた数とする説とが対立している。欠員が反対票に数えられ

るのは不合理だとするのが②説の論拠であるが……、欠員がある分だけ改正が容易にな

るのも同様に不合理であるし、出席議員の 3 分の 2 の賛成で反対派を除名することによ

り改正を容易にする道を防ぐためには（憲法 58 条）、①説の方が妥当である……。〔事

務局注：憲法 96 条に関する記述〕 

長谷部恭男『憲法〔第 8 版〕』（新世社、2022 年）33・34 頁 

 

ここでは「総議員」の意味がとくに問題となる。学説は、(a)法定議員数説と(b)現在

議員数説に大別される。(a)説は、(ア)(b)説のように解すると、定足数が常に変動する
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こととなり、一定の時点においてその確定数をとらえるのが困難である場合が少なくな

いこと、(イ)もともと 3 分の 1 という低い数に定められているものをさらに緩めるよう

な解釈は望ましくないことなどをその理由とする……。これに対して、(b)説は、(ア)(a)
説のように解すると、死亡や辞職による欠員を「総議員」のうちに含めることとなり、

議員として現に活動することができない者を「総議員」に算入する結果となること、(イ)

そもそも定足数の性質からして、現に会議に出席しうる状態にある議員数を基準とすべ

きことなどをその理由とする……。 

先例は、実際的見地から、(a)説に従って、法定議員数とする……。(a)、(b)のいずれ

の説を正当と解すべきか。いずれの説にも一長一短があり、容易には決しがたいが、(ⅰ)

一定数よりなる会議体の会議に必要な最少員数を定めるのが定足数本来の趣旨である

こと、(ⅱ)その数が常時変動することは定足数の性質からして望ましくないこと、

(ⅲ)(b)説の場合には死亡や当選無効などにより会議の途中でさえ変更のありうること

などから、(a)説が正当であろう……。〔事務局注：憲法 56 条に関する記述〕 

野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012 年）124 頁〔高見勝利執筆部分〕 

 

○議院自ら判断すべきとする説 

56 条 1 項にいう「総議員」の意味について、国会の先例は、法定議員数を意味すると

しており……本条〔事務局注：憲法 53 条〕および 96 条 1 項についても、一般的には、

同様の解釈を前提としているようである。 
 これに対して、学説上は、多数決における母数が問題となる場合〔事務局注：53 条及

び 96 条 1 項の場合〕に、「総議員」を法定議員と解すると、「本来どのような意見をも

もつことのできないはずの欠員の議員が、一定の意見をもち、それによって一定の態度

をとったのと同様に取り扱われる結果になることがあって、不合理」（宮沢・全訂 399
頁）であることから、これを現在議員数と解すべきであるとする立場が多数を占める

……確かに、「議事定足数の場合と、多数決の分母数決定の場合とを同一に考えるべき

合理性は乏しい」（小嶋・概説 121 頁）といえる。 
 しかし、「実際の取扱いの便宜からいえば、変化の可能性の多い現在議員数を基準と

することは、不都合である」（黒田・国会 124 頁。野中ほか・憲法Ⅱ〔5 版〕124 頁［高

見］も参照）との批判があり、とりわけ 96 条 1 項との関係では、議決を容易にするた

めに除名が濫用されるおそれも指摘されている（伊藤・憲法 654 頁、長谷部・憲法〔7
版〕34 頁）。 
 本条に関する限り、除名が濫用されるおそれは低く、理論的な説得性と議事運営上の

現実的要請をいかに衡量するかは、必ずしも一義的に決まるわけではない。それゆえ、

「基本的に議院運営上の問題であるから、議院自ら判断すべき」（大石・講義Ⅰ〔3 版〕

171 頁。佐藤（幸）・憲法論 449 頁、毛利ほか・憲法Ⅰ〔2 版〕34 頁〔毛利〕なども参

照）であると解するのが相当であろう。〔事務局注：憲法 53 条に関する記述〕 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）662・663 頁〔土井真一執筆部分〕 

 

 「総議員」の意味については、法定議員数か現在議員数かといった問題があるが、各

議院の合理的判断に委ねられていると解すべきであろう。〔事務局注：憲法 56 条に関す

る記述〕 
佐藤幸治『日本国憲法論〔第 2 版〕』（成文堂、2020 年）491 頁 
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 96 条 1 項でいうところの「総議員」とは、各議院の法定の議員数のことか、それから

欠員を除いた、議決時の現在議員数のことか。これも国会が定めうる事項であるといえ

よう。56 条 1 項が「総議員の 3 分の 1 以上」と定める各議院の定足数の計算では、法

定議員数を使用するとの先例が確立している。国会法などには、憲法改正発議の際の総

議員数の計算方法について特別の規定は存在せず、この場合も法定議員数を用いる趣旨

であると解される。〔事務局注：憲法 96 条に関する記述〕 
毛利透ほか『憲法Ⅰ 総論・統治〔第 3 版〕』（有斐閣、2022 年） 

35 頁〔毛利透執筆部分〕 

 

ウ 「総議員の 4 分の 1 以上」とされた理由 

議員数が「4 分の 1」とされた理由については、その数値自体には、必ずしも厳

密な理論的根拠があるわけではないと考えられている52（後掲「（２）制定経緯」に

おいて詳述）。ただし、憲法 53 条後段の規定の趣旨が「少数派の意向の尊重」にあ

ることから（前掲「ア 趣旨」参照）、「4 分の 1」ではなく「2 分の 1 以上」という

ような過半数の要求を要件とすると、特に衆議院についてであれば、多数派内にお

ける党内抗争などの場合を除けば、その意思は内閣の意思として現れることが通常

であろうことから、議員の臨時会召集要求権を定めることの意味が乏しくなると指

摘されている53。 
 

（参考）議員の 3 分の 1 以上に召集要求権を認めている例 

○ワイマール憲法（1919 年 8 月 11 日）54 

第 24 条〔ライヒ議会の招集、閉会〕 ① ライヒ議会は、毎年 11 月第 1 水曜日に、ラ

イヒ政府の所在地に集会する。ライヒ大統領又はライヒ議会構成員の少なくとも 3 分

の 1 の要求があるときは、ライヒ議会議長はこの期日前にこれを招集しなければなら

ない。 
② 〔略〕 
 
○ドイツ連邦共和国基本法55 
第 39 条〔被選期間、解散後の選挙、招集〕 ① 〔略〕 
② 〔略〕 
③ 連邦議会は、会議の終了及び再開を定める。連邦議会議長は、それよりも前に連邦

議会を招集することができる。議員の 3 分の 1、連邦大統領又は連邦首相の要求があ

るときは、連邦議会議長は連邦議会を招集する義務を負う。 
 
○イタリア共和国憲法56 

第 62 条〔両議院の集会〕 ① 〔略〕 

 
52 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

664 頁〔土井真一執筆部分〕、佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）712 頁、法学協会『註

解日本国憲法下巻（1）』（有斐閣、1953 年）828 頁 
53 樋口陽一ほか『注解法律学全集 3 憲法Ⅲ〔第 41 条～第 75 条〕』（青林書院、1998 年）107 頁〔樋

口陽一執筆部分〕 
54 高田敏・初宿正典『ドイツ憲法集〔第 8 版〕』（信山社、2020 年）118 頁 
55 高田敏・初宿正典『ドイツ憲法集〔第 8 版〕』（信山社、2020 年）233・234 頁 
56 畑博行・小森田秋夫『世界の憲法集〔第 5 版〕』（有信堂、2018 年）31 頁 
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② 各議院は、議長、共和国大統領または議員の 3 分の 1 の発議により、臨時に集会す

ることができる。 
③ 〔略〕 

 
（２）制定経緯 

大日本帝国憲法は、帝国議会の召集（7 条）を天皇の大権に委ね、43 条で「臨時緊

急ノ必要アル場合ニ於テ常会ノ外臨時会ヲ召集スヘシ」と規定し、臨時会の制度を設

けていたが、日本国憲法 53 条後段に類する規定は定められていなかった。 
戦後、日本国憲法制定過程において、憲法問題調査委員会57で大日本帝国憲法全体

の逐条的討議が行われた際には、当初、大日本帝国憲法 43 条については問題なしと

されたが58、その後の討議において、臨時会召集については、議員に対しその請求権

を認めるのが適当であろうとの意見が多数を占めた59。同委員会の各委員から提出さ

れた改正試案においても、一定数の議員（「各々其ノ院ノ総員三分ノ一以上」など）

にその請求権を与えることとする改正試案が圧倒的であった60。その後の同委員会第

15 回調査会（1946 年 1 月 26 日）において配付された、松本烝治委員長執筆の「憲

法改正要綱」（甲案）第 17 項61及び「憲法改正案」（乙案）43 条 1 項においても、各

議院の総議員の 3 分の 1 以上の要求で臨時会の召集を要求できるとされていた62。 
他方、毎日新聞のスクープにより日本側の案を知ったマッカーサーは、日本政府に

よる自主的な憲法改正作業に見切りをつけ、総司令部で草案を作成することを決意し

たとされる。総司令部民政局が作成した「国会の章についての小委員会案」（1946 年

2 月 5 日～12 日頃）では、国会議員の 25％以上の要求とされていたが、マッカーサ

ー草案（1946 年 2 月 13 日）では、「内閣は、臨時会を召集することができ、国会議

員の 20 パーセント以上の要求があれば、これを召集しなければならない」として、

 
57 戦後、マッカーサーから憲法改正の要請が事実上示唆されたこと等を契機として、1945 年 10 月 25
日、幣原喜重郎内閣の下に設置された委員会（委員長は松本烝治国務大臣）（芦部信喜ほか『日本立

法資料全集 71 日本国憲法制定資料全集(1)―憲法問題調査委員会関係資料等』（信山社、1997 年）6・
7・134 頁）。 

58 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第一巻』（有斐閣、1962 年）265・269 頁 
59 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第一巻』（有斐閣、1962 年）298・301 頁、芦部信喜ほか『日本立法

資料全集 71 日本国憲法制定資料全集(1)―憲法問題調査委員会関係資料等』（信山社、1997 年）24・
25・138・146・155 頁など 

60 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第一巻』（有斐閣、1962 年）315・316・318・324 頁、芦部信喜ほか

『日本立法資料全集 71 日本国憲法制定資料全集(1)―憲法問題調査委員会関係資料等』（信山社、1997
年）10・239・240・247 頁 

61 なお、甲案は若干の修正を施した上で 2 月 8 日に「憲法改正要綱」として総司令部に提出されたが、

その段階では第 17 項は全文削除されている。その経緯は必ずしも明らかではないが、2 月 1 日の閣

議におけるやり取りを経て、要綱の最終案から削られたものと見られている。当該閣議においては、

「閉会中に議員が議員としての行動をすることになるから新しい例である。その点やや問題がありは

しないか」「特に規定を設けずに、実際政治の運用の上で目的を達することにしてはどうか」との発

言があり、これに対して松本烝治国務大臣から「デモクラシーの立場からすれば、この規定は必要で

ある」との応答があったとされる（佐藤達夫『日本国憲法成立史 第二巻』（有斐閣、1962 年）638・
639・689 頁）。 

62 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

663・664 頁〔土井真一執筆部分〕、 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第二巻』（有斐閣、1962 年）550・
552・572 頁 
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20％以上の要求に改められた63。総司令部がこのような規定を考案した趣旨は、国会

閉会中における行政権の濫用を防止するために、国会は必要に応じて自律的に開会し

うる権限を持つべきである、という点にあるとされる64。 
結果的には、総司令部案と憲法問題調査委員会案を踏まえ、3 月 2 日案（日本案）

の作成段階において、これらの中間をとって 4 分の 1 とされたようである。臨時会召

集要求の条件を 4 分の 1 としたことに対しては、総司令部側からも特に異論はなか

ったとされている。65 
  

 
63 高柳賢三ほか『日本国憲法制定の過程 Ⅰ 原文と翻訳』（有斐閣、1972 年）159・285 頁、長谷部恭

男「憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集」判例時報 2490 号（2021 年）133 頁、長谷部恭男編『注

釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）663・664 頁〔土井

真一執筆部分〕。なお、「国会議員」の要求とされているのは、総司令部案では一院制が想定されてい

たからである（上記「憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集」133 頁）。 
64 長谷部恭男「憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集」判例時報 2490 号（2021 年）133 頁、高柳賢

三ほか『日本国憲法制定の過程 Ⅱ 解説』（有斐閣、1972 年）202・203 頁 
65 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

663・664 頁〔土井真一執筆部分〕、佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、

1994 年）81・134 頁 
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制定経緯 

  総司令部側                   日本側      
 

 
  

３分の１ 

D 国会の章につい

ての小委員会案 

25％ 

20％ 

２月８日 総司令部に提出 

３月４日 総司令部に提出 

徹夜の会議 

 
 
 
 
 
 
 

 

２月 13 日 日本側に交付 

相当する規定なし 

松本四原則 

A 松本案（いわゆる「甲案」）・ B「乙案」 

C 憲法改正要綱 

２月１日 毎日新聞のスクープ 

マッカーサー三原則 

２月３日 

（拒否） 

E マッカーサー草案 総司令部案を検討 

F ３月２日案 

G ３月５日案 

H 憲法改正草案要綱 発表 

I 憲法改正草案 発表 

帝国憲法改正案を衆議院に提出 

衆議院修正議決 

貴族院修正議決 

衆議院で貴族院回付案に同意 

日本国憲法公布 

日本国憲法施行 

1945 年 12 月８日 

1946 年１月 26 日 

３月６日 

４月 17 日 

６月 20日 

８月 24 日 

10 月６日 

10 月７日 

11 月３日 

1947 年５月３日 

４分の１ 
(３分の１と 20％の間) 

※これ以降変わらず 
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憲法問題調査委員会の案 

Ａ 憲法改正要綱（甲案）66 

17 両議院ノ議員ハ各〃其ノ院ノ総員三分ノ一以上ノ賛成ヲ得テ臨時会ノ召集ヲ求ムルコト

ヲ得ル旨ノ規定ヲ設クルコト 
 
Ｂ 憲法改正案（乙案）67 

第 43 条 臨時ノ必要アル場合ニ於テ常会ノ外臨時会ヲ召集スヘシ 
  両議院ノ議員ハ各々其ノ院ノ総議員三分ノ一以上ノ賛成ヲ得テ臨時会ノ召集ヲ求ムルコ

トヲ得 
  臨時会ノ会期ヲ定ムルハ勅命ニ依ル必要アル場合ニ於テハ勅命又ハ国会ノ議決ヲ以テ之

ヲ延長スルコトヲ得 
 
Ｃ 憲法改正要綱（２月８日）  

※相当する規定なし 

総司令部の案 

Ｄ 民政局長のための覚え書き［国会の章についての小委員会案］（2 月 5 日～12 日頃）68 

第 9 条 政府は、臨時会を召集することができ、国会議員の 25 パーセント以上の要求があ

れば、これを召集しなければならない。 
 
Ｅ マッカーサー草案（２月 13 日）69 

第 48 条 内閣は、臨時会を召集することができ、国会議員の 20 パーセント以上の要求があ

れば、これを召集しなければならない。 

３月２日案以降 

Ｆ 日本国憲法（３月２日案）70 

第 53 条 内閣ハ臨時議会ヲ召集スルコトヲ得。各議院議員ノ総員四分ノ一以上ニ当ル者ノ

要求アリタルトキハ之ヲ召集スルコトヲ要ス。 
 
Ｇ 日本国憲法（３月５日案）71 

第 48 条 内閣ハ臨時議会ヲ召集スルコトヲ得各議院議員ノ総員四分ノ一以上ニ当ル者ノ要

求アリタルトキハ之ヲ召集スルコトヲ要ス 
 
Ｈ 憲法改正草案要綱（３月６日要綱）72 

 
66 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第二巻』（有斐閣、1962 年）552 頁 
67 佐藤達夫『日本国憲法成立史 第二巻』（有斐閣、1962 年）572 頁 
68 高柳賢三ほか『日本国憲法制定の過程 Ⅰ 原文と翻訳』（有斐閣、1972 年）159 頁 
69 高柳賢三ほか『日本国憲法制定の過程 Ⅰ 原文と翻訳』（有斐閣、1972 年）285 頁。なお、本訳は

高柳賢三らによる新訳であり、2 月 26 日の閣議に提出された正式な訳は「内閣ハ臨時議会ヲ召集ス

ルコトヲ得国会議員ノ二割ヨリ少カラサル者ノ請願アリタルトキハ之ヲ召集スルコトヲ要ス」である

（佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）38 頁）。 
70 佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）98 頁 
71 佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）168 頁 
72 佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）193・194 頁 
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第 48 内閣ハ国会ノ臨時会ノ召集ヲ決定スルコトヲ得ルモノトシ何レカノ議院ノ総議員四

分ノ一以上ニ当ル者ノ要求アリタルトキハ其ノ召集ヲ決定スルコトヲ要スルコト 
 
Ｉ 憲法改正草案（４月 17 日草案）73 

第 49 条 内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議院の総議員の

四分の一以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなければならない。 
 

 
（３）手続 

臨時会の召集については、①内閣が自己の意思で国会の召集を決定する場合（憲法

53 条前段）、②いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求がある場合（憲法 53
条後段）のほか、③衆議院議員任期満了総選挙又は参議院議員通常選挙が行われた場

合（国会法 2 条の 3）の 3 つの場合が法定されている。以下では、上記②の場合を中

心に取り上げる。 
 

ア 憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求の手続74 

（ア）手続の流れ 
臨時会の召集の決定を要求するには、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以

上の議員が連名で、議長を経由して内閣に要求書を提出しなければならない（国

会法 3 条）。この「4 分の 1 以上」は、要求書の提出要件と解されている。 
臨時会召集要求書は、議長から即日内閣に送付される75。期日を指定しての要

求にもかかわらず、指定期日までに内閣が召集を決定しなかった際には、「要求

補充書」が重ねて提出されたことがある76。 
臨時会召集要求に基づき内閣が召集を決定したときは、内閣総理大臣からその

旨を議長宛に通知し、また、内閣官房長官からその旨を臨時会召集を要求した議

員の代表者宛に通知するのが例である77。 
 

（イ）召集理由・召集目的 
臨時会召集要求書には召集要求の理由を記すことが例であるが78、召集詔書に

召集目的は記載されない。また、召集要求において審議すべき案件が指定されて

いる場合であっても、召集された臨時会の審議事項が制限されることはなく、そ

の活動範囲は制約を受けない79。 
  

 
73 佐藤達夫著・佐藤功補訂『日本国憲法成立史 第三巻』（有斐閣、1994 年）341・347 頁。なお、本

条が衆議院の修正により「条ずれ」して 53 条となり、現在の条文に至っている。 
74 森本昭夫『逐条解説 国会法・議院規則〔国会法編〕』（弘文堂、2019 年）28・29 頁 
75 『平成 29 年版衆議院先例集』20、『令和 5 年版参議院先例録』9 
76 樋口陽一ほか『注解法律学全集 3 憲法Ⅲ〔第 41 条～第 75 条〕』（青林書院、1998 年）107 頁〔樋

口陽一執筆部分〕 
77 『平成 29 年版衆議院先例集』19、『令和 5 年版参議院先例録』9 
78 『令和 5 年版参議院先例録』9 
79 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

660 頁〔土井真一執筆部分〕 
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（ウ）期日・期限指定 
臨時会召集要求には、期日・期限指定が伴うことがあるが、実際の運用上、内

閣によって決定された召集期日は、その指定期日・期限から遅れるのが例となっ

ている80。なお、先例では、召集要求から著しく遅れて召集された臨時会も、憲

法 53 条後段の議員からの要求に基づく臨時会として扱われているが、それらは

むしろ、憲法 53 条前段の内閣の職権に基づく臨時会とみなされるべきものであ

るとの指摘がある81（内閣による召集決定の遅延に関する論点については、後掲

「２ 現行規定に関する解釈上の諸論点」参照）。 
 

【憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求の手続（召集要求～召集決定通知）】 

 
  

 
80 佐藤功『日本国憲法概説〔全訂第 5 版〕』（学陽書房、1999 年）425 頁 
81 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

666 頁〔土井真一執筆部分〕、佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）714・715 頁 

いずれかの議院の総議員の 

４分の１以上の議員 

議長（経由） 

内閣 

要求書を提出 

※必要に応じて 
要求補充書を提出 

（要件充足性を認定） 

即日、内閣に送付 

［衆先 20、参先９］ 

内閣官房長官 

議長 
召集要求をした

議員の代表者 

内閣総理大臣 

召集を決定した旨を

通知［衆先 19、参先９］ 

 

臨時会召集要求書の例 

臨
時
会
召
集
要
求
書 

     

 
 
 

○
年
○
月
○
日 

○
○
外
○
名 

 

代
表
者 

○
○ 

 
 
 

 
 

○
○ 

内
閣
総
理
大
臣
○
○
殿 

召集要求の理由を記すことが例［参先９］ 

衆先：平成 29 年版衆議院先例集 

参先：令和 5 年版参議院先例録 
 

（召集を決定） 
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イ 臨時会召集の手続 

（ア）召集詔書の公布 
国会の召集は、内閣の助言と承認に基づいて天皇が行う国事行為（憲法 7 条 2

号）であり、召集詔書の公布によって行われる。そのため、議員からの要求に基

づく場合であっても、詔書の文言は、「憲法五三条後段によって」ではなく、「日

本国憲法第七条及び国会法第一条によって」召集するとされている。82 
臨時会の召集詔書の公布期日について、国会法上の時間的制約はないが（国会

法 1 条 3 項）83、先例によれば、召集期日のおおむね 7 日前（3 日から 23 日前）

に公布されている84。 
 

（イ）会期の決定 
臨時会の会期については、事の性質上、その長さは一定していないため、予め

各常任委員長の意見を聴取したうえで両院議長が協議した後、召集日に両議院一

致の議決で定めることとされている（国会法 11 条、衆議院規則 20 条 1 項、参

議院規則 22 条 1 条）85。また、会期の延長については、国会の混乱を防止し紛

争を少なくする観点から、2 回までに制限されている（国会法 12 条 2 項）86。 
臨時会の会期及び会期の延長の議決をしたときは、議決した院の議長から、も

う一方の院及び内閣に対して即日その旨を通知する（衆議院規則 22 条の 3、参

議院規則 22 条 2 項）87。なお、両議院一致の議決は、両院交渉案件における先

議・後議の重複審議手続ではなく、各議院の並行審議手続による88。 
会期及び会期の延長について両議院の議決が一致しないとき、又は参議院が議

決しないときは、会期を長く未確定の状態におくことを避け、速やかに決定させ

るために、衆議院の議決が最終決定となる（国会法 13 条）89。 
 

 
82 原田一明「現代『行政国家』における議会による行政統制」公法研究 83 号（2022 年）64・65 頁 
83 常会と異なり、詔書公布に時間的制約を設けなかったのは、「会期の性格上、臨時緊急の必要、短期

で終わる蓋然性等に鑑みてのものであろう。全国から議員が応召できる程度の猶予期間があれば足り

る」ためであるとされる（森本昭夫『逐条解説 国会法・議院規則〔国会法編〕』（弘文堂、2019 年）

18 頁）。 
84 『平成 29 年版衆議院先例集』16、『令和 5 年版参議院先例録』2 
85 『平成 29 年版衆議院先例集』2、『令和 5 年版参議院先例録』18・19。なお、『令和 5 年版参議院先

例録』18 によれば、参議院では常任委員長のほか、特別委員長、調査会長、憲法審査会長にも意見を

聴取するのを例としている。 
86 鈴木隆夫「その後（第二十一回国会昭和三十年以後）における国会法改正の要点について」『国会法

の理念と運用』（信山社、2012 年）95・96 頁 
87 『平成 29 年版衆議院先例集』7、『令和 5 年版参議院先例録』31 
88 大石眞『憲法概論Ⅰ』（有斐閣、2021 年）258 頁 
89 鈴木隆夫「その後（第二十一回国会昭和三十年以後）における国会法改正の要点について」『国会法

の理念と運用』（信山社、2012 年）88 頁 
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（４）実例 

   憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求は、これまでに 40 回行われており、その

うち、衆議院議員及び参議院議員の双方の要求があったものは 29 回、衆議院議員の

みの要求があったものは 9 回90、参議院議員のみの要求があったものは 2 回である。 
なお、衆議院議員及び参議院議員の双方からの要求に対して、内閣が常会の召集を

決定したことが 3 回ある91。 
   過去の衆議院議員による臨時会召集要求の事例の一覧は、以下のとおりである。

 
90 同一閉会中に 2 度臨時会召集要求があった昭和 30 年の事例は 1 回とした。 
91 『平成 29 年版衆議院先例集』19、『令和 5 年版参議院先例録』8 
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衆議院議員による臨時会召集要求一覧表 

国会 
回次 

前の国会の
閉会日 

要求書提出 
年月日 

補充書提出 
年月日 

要求者 要求の理由 
召集決定 

通知書受領 
年月日 

要求書送付日
から召集決定
通知書受領日
の前日までの
期間 

召集日 

要求書送付日
から召集日の
前日までの期
間 

備考 

第 3回 
昭 23. 7. 5 
（常会） 

昭 23. 7.27 
翌 28 日 
内閣送付 

昭 23. 9.11 
山崎猛君外
130 名 

国家公務員法改正法案及び取引
高税法廃止法案審議のため 

昭 23. 9.30 64 日 昭 23.10.11 75 日   

第 6回 
昭 24. 5.31 
（特別会） 

昭 24. 7 .7 
翌 8 日 
内閣送付 

昭 24. 8. 3 
足鹿覺君外
126 名 

労働及び失業対策、中小企業対
策、災害復旧対策、治安確保対
策、地方財政対策、土地改良を
含む農業対策審議のため 

昭 24.10.10 94 日 昭 24.10.25 109 日 

昭 24. 7.20 
参議院議員門屋
盛一君外 67 名
から要求 

第 9回 
昭 25. 7.31 
（臨時会） 

昭 25. 7.31 昭 25. 9. 1 
芦田均君外
130 名 

農村救済及び食糧対策並びにこ
れに伴う予算措置につき審議の
ため 

昭 25.11.14 106 日 昭 25.11.21 113 日 

昭 25. 8. 1 
参議院議員和田
博雄君外 118 名
から要求 

第 11 回 
昭 26. 6. 5 
（常会） 

昭 26. 7.17  三木武夫君
外 117 名 

講和条約交渉経過の報告並びに
予算補正につき審議のため 

昭 26. 8. 6 20 日 昭 26. 8.16 30 日 

昭 26. 7.18 
参議院議員金子
洋文君外 75 名
から要求 

第 17 回 
昭 28. 8.10 
（特別会） 

昭 28. 8.10  赤澤正道君
外 238 名 

水害対策及びＭＳＡ援助等審議
のため 

昭 28.10.23 74 日 昭 28.10.29 80 日   

第 18 回 
昭 28.11. 7 
（臨時会） 

昭 28.11.10  赤澤正道君
外 241 名 

ＭＳＡ援助、朝鮮問題、公共企業
体等の仲裁裁定、公務員の年末
手当及び給与、米価問題、年末
金融並びに第 2 次補正予算等審
議のため 

昭 28.11.18 8 日 昭 28.11.30 20 日   

第 20 回 
昭 29. 6.15 
（常会） 

昭 29. 8. 4  赤澤正道君
外 227 名 

国会自粛諸法案、冷災害対策並
びに中小企業対策等審議のため 

昭 29.11.18 106 日 昭 29.11.30 118 日 

昭 29. 8.17 
参議院議員赤木
正雄君外 139 名
から要求 

第 23 回 
昭 30. 7.30 
（特別会） 

昭 30. 8.18  石井光次郎
君外 116 名 

地方財政再建促進特別措置法
案、地方交付税法の一部改正法
案等地方行財政の当面する緊急
諸案件審議のため 

昭 30.11.15 89 日 昭 30.11.22 96 日   
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国会 
回次 

前の国会の
閉会日 

要求書提出 
年月日 

補充書提出 
年月日 

要求者 要求の理由 
召集決定 

通知書受領 
年月日 

要求書送付日
から召集決定
通知書受領日
の前日までの
期間 

召集日 

要求書送付日
から召集日の
前日までの期
間 

備考 

昭 30. 8.23  阿部五郎君
外 154 名 

当面の日ソ、日米及び日韓外交
交渉並びに日比賠償問題の経過
報告、防衛 6 箇年計画及び国防
省設置問題、地方財政の窮乏打
開策等審議のため 

84 日 91 日   

第 25 回 
昭 31. 6. 3 
（常会） 

昭 31. 7.11  阿部五郎君
外 152 名 

日ソ国交回復並びにプライス報告
に関する 外 交 交渉 の経 過と方
針、健康保険赤字対策、公務員
給与改定に関する方策、その他
緊急事項審議のため 

昭 31.11. 2 114 日 昭 31.11.12 124 日 

昭 31. 7.20 
参議院議員阿具
根登君外 80 名
から要求 

第 27 回 
昭 32. 5.19 
（常会） 

昭 32. 7. 2  阿部五郎君
外 155 名 

国際収支の悪化、中小企業金融
難、物価上昇等の経済危機に処
する対策並びに岸総理大臣の米
国及び東南アジア訪問に伴う安
保条約改正、核兵器問題、基地
問題、日中貿易等外交上の諸緊
急案件審議のため 

昭 32.10.22 112 日 昭 32.11. 1 122 日 

昭 32. 7. 2 
参議院議員相澤
重明君外 79 名
から要求 

第 30 回 
昭 33. 7. 8 
（特別会） 

昭 33. 8. 1  阿部五郎君
外 166 名 

中近東問題日中貿易問題等の当
面の外交方針、経済不況打開の
ための方針並びにそれに伴う補
正予算提出に関する問題、干害
風水害凍霜害及び酪農養蚕等の
農業災害並びに不況打開のため
の緊急対策、ＩＬＯ条約の批准最
低賃金制等当面の労働政策、そ
の他の緊急事項審議のため 

昭 33. 9.19 49 日 昭 33. 9.29 59 日 

昭 33.8.2 
参議院議員相澤
重明君外 76 名
から要求 

第 33 回 
昭 34. 7. 3 
（臨時会） 

昭 34. 8.21  阿部五郎君
外 164 名 

風水害に対する緊急対策、日米
安保条約改定交渉の経過並びに
内容、岸首相の外遊報告並びに
政府の外交方針、南ベトナム賠
償の交渉経過並びに内容、石炭
等不況産業の対策並びに経済の
見透し等審議のため 

昭 34.10. 7 47 日 昭 34.10.26 66 日 

昭 34. 8.21 
参議院議員阿具
根登君外 83 名
から要求 

第 36 回 
昭 35. 7.22 
（臨時会） 

昭 35. 8.11  阿部五郎君
外 122 名 

選挙法改正、警察の民主化、貿
易自由化、国民年金、減税、国家
公務員の給与改善及びＩＬＯ条約
87 号の即時批准等審議のため 

昭 35.10. 8 58 日 昭 35.10.17 67 日 

昭 35.8.11 
参議院議員阿具
根登君外 66 名
から要求 
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国会 
回次 

前の国会の
閉会日 

要求書提出 
年月日 

補充書提出 
年月日 

要求者 要求の理由 
召集決定 

通知書受領 
年月日 

要求書送付日
から召集決定
通知書受領日
の前日までの
期間 

召集日 

要求書送付日
から召集日の
前日までの期
間 

備考 

第 39 回 
昭 36. 6. 8 
（常会） 

昭 36. 7.14  安宅常彦君
外 144 名 

日米会談の報告と外交問題、災
害対策、経済の見通しとその対
策、その他緊急案件審議のため 

昭 36. 9.16 64 日 昭 36. 9.25 73 日 

昭 36.7.14 
参議院議員阿具
根登君外 65 名
から要求 

第 42 回 
昭 37. 9. 2 
（臨時会） 

昭 37. 9.12  安宅常彦君
外 142 名 

石炭及び金属鉱業危機打開の対
策、公務員給与法の改正及び米
価の差額補給等緊急案件の審議
並びにこれに必要な補正予算審
議のため 

昭 37.11.28 77 日 昭 37.12. 8 87 日 

昭 37. 9.12 
参議院議員阿具
根登君外 65 名
から要求 

第 44 回 
昭 38. 7. 6 
（常会） 

昭 38. 8.14  安宅常彦君
外 136 名 

経済問題、農村問題、労働問題、
補正予算問題、外交問題審議の
ため 

昭 38.10. 8 55 日 昭 38.10.15 62 日 

昭 38. 8.14 
参議院議員阿具
根登君外 65 名
から要求 

第 47 回 
昭 39. 6.26 
（常会） 

昭 39. 7.24  赤路友藏君
外 143 名 

災害対策、経済問題、物価対策、
外交問題、補正予算審議のため 

昭 39.11. 2 101 日 昭 39.11. 9 108 日 

昭 39. 7.24 
参議院議員阿具
根登君外 65 名
から要求 

第 53 回 
昭 41. 7.30 
（臨時会） 

昭 41. 9. 1  赤路友藏君
外 141 名 

公務員給与問題、米価対策、石
炭対策、物価対策、災害対策、補
正予算、外交問題審議のため 

昭 41.11.25 85 日 昭 41.11.30 90 日 

昭 41 .9. 1 
参議院議員阿部
竹松君外 73 名
から要求 

第 57 回 
昭 42. 8.18 
（臨時会） 

昭 42.10. 5  安宅常彦君
外 198 名 

公務員給与改定問題、財政、金
融政策及び物価対策、災害対
策、補正予算、選挙制度の問題、
外交問題審議のため 

昭 42.11.25 51 日 昭 42.12. 4 60 日 

昭 42.10. 5 
参議院議員阿部
竹松君外 73 名
から要求 

第 60 回 
昭 43. 8.10 
（臨時会） 

昭 43.10.16  安宅常彦君
外 192 名 

昭和 43 年度補正予算案につい
て、昭和 44 年度予算案編成の基
本方針について、沖縄の国政参
加問題、物価問題、米価と食管制
度、公務員給与と合理化問題、災
害と公害問題、石炭鉱業再建と
炭鉱災害問題、企業の大型合併
問題、国際諸問題審議のため 

昭 43.12. 3 48 日 昭 43.12.10 55 日 

昭 43.10.16 
参議院議員足鹿
覺君外 97 名か
ら要求 

第 62 回 
昭 44. 8. 5 
（常会） 

昭 44. 9.17  安宅常彦君
外 134 名 

沖縄返還・安保問題、補正予算
の提出（公務員給与改定問題、
災害対策、物価対策）、国民生活
関係法案審議のため 

昭 44.11.15 59 日 昭 44.11.29 73 日 

昭 44. 9.17 
参議院議員足鹿
覺君外 63 名か
ら要求 
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国会 
回次 

前の国会の
閉会日 

要求書提出 
年月日 

補充書提出 
年月日 

要求者 要求の理由 
召集決定 

通知書受領 
年月日 

要求書送付日
から召集決定
通知書受領日
の前日までの
期間 

召集日 

要求書送付日
から召集日の
前日までの期
間 

備考 

第 64 回 
昭 45. 5.13 
（特別会） 

昭 45. 6. 1  安宅常彦君
外 168 名 

日米安保条約（日中問題、沖縄
毒ガス撤去に関する問題等）、公
害問題、日米繊維交渉、国民生
活に関する問題（物価、米価、日
雇健保等）審議のため 

昭 45.11.14 166 日 昭 45.11.24 176 日 

昭 45. 6. 2 
参議院議員小柳
勇君外 96 名か
ら要求 

第 70 回 
昭 47. 7.12 
（臨時会） 

昭 47.10. 2  安宅常彦君
外 163 名 

田中総理の所信表明、訪中・日
米会談の報告と日中共同声明の
承認、補正予算（米価、公務員給
与、集中豪雨などの予算措置）審
議のため 

昭 47.10. 9 7 日 昭 47.10.27 25 日 

昭 47.10. 3 
参議院議員足鹿
覺君外 103 名か
ら要求 

第 74 回 
昭 49. 7.31 
（臨時会） 

昭 49.10.14  安宅常彦君
外 206 名 

核、物価、日韓などの緊急重要問
題を処理するため 

昭 49.12. 3 50 日 昭 49.12. 9 56 日 

昭 49.10.14 
参議院議員阿具
根登君外 119 名
から要求 

第 83 回 
昭 52.11.25 
（臨時会） 

昭 52.11.28  安島友義君
外 223 名 

離職者法案等、国民生活関連案
件を緊急に処理するため 

昭 52.12. 3 5 日 昭 52.12. 7 9 日   

第 134 回 
平 7. 8. 8 
（臨時会） 

平 7. 8. 9  安倍基雄君
外 168 名 

長期にわたる不況に対し、新規立
法、既法律の改正、適切な予算
措置等を講ずるため 

平 7. 9.22 44 日 平 7. 9.29 51 日 

平 7. 8. 9 
参議院議員大久
保直彦君外 67
名から要求 

第 137 回 
平 8. 6.19 
（常会） 

平 8. 9. 9  安倍基雄君
外 163 名 

消費税率、沖縄米軍基地問題と
安全保障の在り方、住専処理、景
気、政治倫理の確立等審議のた
め 

平 8. 9.20 11 日 平 8. 9.27 18 日 

平 8. 9.11 
参議院議員永野
茂門君外 67 名
から要求 

第 149 回 
平 12. 7. 6
（特別会） 

平 12. 7.11  安住淳君外
189 名 

森総理の所信表明、公共事業汚
職問題、「そごう」救済問題、「あっ
せん利得罪」の法制化、九州・沖
縄サミットに臨む政府の方針審議
のため 

平 12. 7.24 13 日 平 12. 7.28 17 日 

平 12. 7.11 
参議院議員本岡
昭次君外 98 名
から要求 

第 153 回 
平 13. 8.10 
（臨時会） 

平 13. 8.29  安住淳君外
187 名 

小泉総理の所信表明、ジェノバサ
ミットの報告、ＣＯＰ６の報告、靖
国神社への公式参拝問題、景気
と株価対策、企業の倒産、戦後最
悪の失業率と雇用対策等審議の
ため 

平 13. 9.21 23 日 平 13. 9.27 29 日   
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国会 
回次 

前の国会の
閉会日 

要求書提出 
年月日 

補充書提出 
年月日 

要求者 要求の理由 
召集決定 

通知書受領 
年月日 

要求書送付日
から召集決定
通知書受領日
の前日までの
期間 

召集日 

要求書送付日
から召集日の
前日までの期
間 

備考 

第 159 回 
（常会） 

平 15.11.27 
（特別会） 

平 15.11.27  安住淳君外
193 名 

小泉総理の所信表明、道路公団
前総裁問題、自衛隊のイラクへの
派遣問題、ＢＳＥ感染牛の問題等
審議のため 

平 16. 1. 9
〔常会召集決
定通 知 書 受
領年月日〕 

43 日 
〔 要求書送付
の日から常会
召集決定通知
書受領日の前
日までの期間〕 

平 16. 1.19
〔常会召集日〕 

53 日 
〔 要求書送付
の日から常会
召集日の前日
までの期間〕 

平 15.11.27 
参議院議員藁科
満治君外 94 名
から要求 

第 161 回 
平 16. 8. 6 
（臨時会） 

平 16. 9.16  安住淳君外
192 名 

政治とカネの問題、イラク問題、
十月施行の「平成十六年年金改
革法」問題、沖縄の米軍ヘリ墜落
事故と在日米軍基地・日米地位
協定問題、台風等による災害対
策、ＢＳＥ検査基準見直し問題等
審議のため 

平 16.10. 5 19 日 平 16.10.12 26 日   

第 164 回 
（常会） 

平 17.11. 1 
（特別会） 

平 17.11. 1  安住淳君外
127 名 

小泉総理の所信表明、自衛隊の
イラクへの派遣問題、米国産牛肉
の輸入再開問題、米軍普天間飛
行場移転問題、在日米軍再編の
問題等審議のため 

平 18. 1.10 
〔常会召集決
定通 知 書 受
領年月日〕 

70 日 
〔 要求書送付
の日から常会
召集決定通知
書受領日の前
日までの期間〕 

平 18.1.20
〔常会召集日〕 

80 日 
〔 要求書送付
の日から常会
召集日の前日
までの期間〕 

平 17.11.1 
参議院議員江田
五月君外 96 名
から要求 

第 173 回 
平 21. 9.19 
（特別会） 

平 21.10. 8  あべ俊子君
外 143 名 

鳩山総理の所信表明、国連総会
や金融サミットの報告のため 

平 21.10.20 12 日 平 21.10.26 18 日 

平 21.10.8 
参議院議員愛知
治郎君外 105 名
から要求 

第 190 回 
（常会） 

平 27. 9.27 
（常会） 

平 27.10.21  安住淳君外
124 名 

安倍総理の所信表明、安保法
制、TPP 協定の審議のため 

平 27.12.15
〔常会召集決
定 通 知 書 受
領年月日〕 

55 日 
〔 要求書送付
の日から常会
召集決定通知
書受領日の前
日までの期間〕 

平 28. 1. 4 
〔常会召集日〕 

75 日 
〔 要求書送付
の日から常会
召集日の前日
までの期間〕 

平 27.10.21 
参議院議員小川
敏夫君外 83 名
から要求 

第 194 回 
平 29. 6.18 
（常会） 

平 29. 6.22  安住淳君外
119 名 

森友学園・加計学園疑惑の真相
解明のため 

平 29. 9.22 92 日  平 29. 9.28 98 日 

平 29.6.22 
参議院議員小川
敏夫君外 71 名
から要求 

 
 

      
 

   平 29.9.28 召集の臨時会は同日解散された

（なお、要求書送付日から特別会の召集日

（平 29.11.1）前日までの期間は 132 日）。 
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国会 
回次 

前の国会の
閉会日 

要求書提出 
年月日 

補充書提出 
年月日 

要求者 要求の理由 
召集決定 

通知書受領 
年月日 

要求書送付日
から召集決定
通知書受領日
の前日までの
期間 

召集日 

要求書送付日
から召集日の
前日までの期
間 

備考 

第 202 回  
令 2. 6.17 
（常会） 

令 2. 7.31  安住淳君外
130 名 

新型コロナウイルス感染症及び
各地で頻発する豪雨災害に対応
するため 

令 2. 9.11 42 日 令 2. 9.16 47 日   

第 205 回 
令 3. 6.16 
（常会） 

令 3. 7.16  安住淳君外
135 名 

新型コロナウイルス感染症及び
各地で頻発する豪雨災害に対応
するため 

令 3. 9.21 67 日 令 3.10. 4 80 日   

第 210 回 
令 4. 8. 5 
（臨時会） 

令 4. 8.18  馬淵澄夫君
外 125 名 

岸田総理の所信表明、物価高、
新型コロナウイルスの第七波対
応、安倍元総理の国葬問題、旧
統一教会問題、我が国周辺の安
全保障、各地で頻発する豪雨災
害に対応するため 

令 4. 9.28 41 日 令 4.10. 3 46 日 

令 4.8.18 
参議院議員斎藤
嘉隆君外 76 名
から要求 

 
（参考） 

第 105 回 
昭 61. 5.22
（常会） 

（ 衆 議 院 議
員からの要
求はなか っ
た。） 

     昭 61. 5.27 ― 昭 61. 6. 2 ― 

昭 61.5.26 
参議院議員桧垣
徳太郎君外 88
名から要求 
（要求の理由） 
急激な円高対策
のため 

第 185 回 
平 25. 8. 7 
（臨時会） 

（衆議院議
員からの要
求はなかっ
た。） 

     平 25.10. 8 ― 平 25.10.15 ― 

平 25.9.25 
参議院議員榛葉
賀津也君外 91
名から要求 
（要求の理由）
福島第一原発汚
染水問題等のた
め 

（出所）『平成 29 年版衆議院先例集付録』７を基に作成 
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２ 現行規定に関する解釈上の諸論点 
  53 条後段の臨時会召集要求権については、条文が簡潔であり、内閣が臨時会を召集

すべき期限の定めもないことから、国会議員から召集要求があった場合の内閣による対

応の在り方をめぐって次のような解釈上の論点が生じている92。 
  まず、（１）国会議員からの臨時会召集要求に対する内閣の召集決定が（法的）義務

であるか否かという問題がある。そして、法的義務である場合は、何を果たせば義務が

解除されるか、すなわち、何をいつまでに召集すればよいのかという論点がある。具体

的には、その召集の対象について、（２）常会や特別会の召集に代えることは可能か、

また、召集期限については、（３）召集要求書の指定期日に拘束されるか否か、（４）召

集に必要な「合理的期間」とはいつまでかといった点である。さらに、（５）内閣が召

集決定義務に違反した場合の効果はどのようなものかといった論点もある。 
 
  前掲「第２ １ 議会の集会方式による分類」で述べたとおり、日本国憲法は原則と

して他律的集会主義を採用しているが、国会議員からの召集要求に基づく臨時会召集を

定めた憲法 53 条後段との関係では「自律的集会主義」にやや接近し、解散総選挙後の

30 日以内の特別会召集を定めた憲法 54 条 1 項との関係では「定時的集会主義」にやや

接近するという「折衷型の他律的集会制」を採っているとされる。 
  上記の各論点を検討するに当たっては、このような日本国憲法が採用している議会の

集会方式に関する基本的な考え方、すなわち、憲法が自律的集会主義の要素を取り入れ

た趣旨を踏まえた上で、他律的集会主義と自律的集会主義のバランスの観点から考える

必要がある。 

 
92 これに関する裁判例については、後掲「【参考】平成 29 年 6 月に行われた臨時会召集決定の要求に

係る裁判例」を参照。 
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（１）53 条後段の規範性（臨時会召集決定は（法的）義務か） 
   国会議員から臨時会の召集要求があったときは、内閣は「召集を決定しなければな

らない」（53 条後段）とされているが、政府見解・学説・判例のいずれも、この内閣

による召集決定は、憲法上の（法的）義務であるとしている93。 
 

ア 政府見解 

第 198 回国会 令和元年 5 月 29 日 衆議院・内閣委員会 
○横畠内閣法制局長官 ……憲法第 53 条後段につきましては、まさに条文上、「いづれ

かの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなけれ

ばならない。」と現に規定しているわけです。このことはまさに、すなわち、憲法に規

定されている義務と言うことができるのではないかということをお答えしたところ

でございます。 
 
○第 205 回国会質問第 39 号（参議院議員小西洋之君提出菅前内閣の臨時会召集が憲法

第 53 条に違反すること等に関する質問主意書、令和 3 年 10 月 13 日） 
（略） 

 一 岸田内閣は、憲法第 53 条の「内閣は、国会の臨時会の召集を決定することがで

きる。いづれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求があれば、内閣は、その召集

を決定しなければならない。」との規定について、内閣には臨時会を召集決定する憲

法上の法的義務があると考えているのか。 
 二 岸田内閣は、憲法第 53 条について、「臨時会で審議すべき事項なども勘案して、

召集のために必要な合理的な期間を超えない期間内に召集を行うことを決定しな

ければならない」との解釈を維持しているのか。 
○上記質問主意書に対する答弁書（令和 3 年 10 月 22 日） 
 一及び二について 
   ……憲法第 53 条は、国会の臨時会の召集について定めたものであり、同条の規

定により、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上から、国会の臨時会の召集要求

があった場合には、内閣は、臨時会で審議すべき事項等をも勘案して、召集のため

に必要な合理的な期間を超えない期間内に臨時会の召集を行うことを決定しなけ

ればならないものと考えており、この定めは、憲法に規定されている義務であると

考えている。 
 

イ 学説 

 本条〔事務局注：憲法 53 条〕後段により、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上

の要求があった場合には、内閣が臨時会の召集を決定しなければならない。この内閣に

よる召集の決定は、法的義務であり、政治的な要請にとどまるものではない…… 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）661 頁〔土井真一執筆部分〕 

 
93 なお、政府は「憲法に規定されている義務

、、、、、、、、、、、、
〔傍点は事務局において付したもの〕と言うことはでき

る」としているが、「それに違反した場合に何か法的責任が生ずると誤解されるおそれがある法的義

務という言葉はあえて用いなかった」として、慎重な言い回しを用いている（令和元年 5 月 29 日 

衆議院内閣委員会 横畠内閣法制局長官答弁）。 
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 内閣は、4 分の 1 という法定要件がみたされた要求があった場合は、「召集を決定しな

ければならない」のであるから、召集を決定すべき法的義務を負うことになる。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）228・229 頁 

 
 要求があれば内閣は「召集を決定しなければならない」のであるから、召集決定の法

的義務を負うことは明らかである（これを単に政治的義務と解するのではこの制度の意

味が失われ、また「決定しなければならない」とした趣旨に反する）。 
佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）713 頁 

 
 議員による臨時会召集の要求があった場合には、内閣は法的に召集の決定を義務づけ

られると一般に解されている。 
佐藤幸治『日本国憲法論〔第 2 版〕』（成文堂、2020 年）489 頁 

 
（２）召集要求への対応方法（常会や特別会の召集に代えることは可能か） 

   次に、内閣による召集決定が法的義務であることを前提に、臨時会召集要求への対

応として、臨時会の代わりに常会や特別会を召集することが許されるかが論点となる。 
   これについては、政府見解・学説のいずれも、会期の種類によって国会の権能に差

異がないことから、必ずしも臨時会を召集する必要はなく、常会や特別会でも差し支

えないとしている。 
 

ア 政府見解 

第 158 回国会閉会中 平成 15 年 12 月 16 日 参議院・外交防衛委員会 

○秋山内閣法制局長官 ……臨時会の召集要求があった場合に、……基本的には、臨時

会で審議すべき事項なども勘案して、召集のために必要な合理的な期間を超えない期

間内に召集を行うことを決定しなければならないというふうに考えられているとこ

ろでございます。 
  もっとも、この合理的な期間内に常会の召集が見込まれるというような事情があり

ましたら、国会の権能は臨時会であろうと常会であろうと……異なるところはござい

ませんので、あえて臨時会を召集するということをしなくても、憲法に違反するとい

うふうには考えておりません。 
 

イ 学説 

 なお、国会議員による臨時会の召集要求があった場合であっても、「その要求から相

当の期間内に常会または特別会が召集される事情にある場合は、かならずしも臨時会を

召集する必要はなく、常会でも、特別会でもさしつかえない」（宮沢・全訂 401 頁）と

解されている。会期の種類によって国会の権能に差異がない以上（ただし、会期の決定

方法等については差異がある）、国会が召集されれば、召集要求の目的は達せられるか

らである。ただ、1955 年（昭和 30 年）の国会法改正により「特別会は、常会と併せて

これを召集することができる」（国会 2 条の 2）とする規定を設けた際に、臨時会と常会

も併せて召集することができる旨の規定を置くことが国会において検討されたが、内閣

が臨時会の召集を常会の召集時期まで遅らせる法的根拠を与えることは適当でないと

して、これを見送った経緯があり（第 21 回国会衆議院議院運営委員会議録第 8 号 5 頁
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（昭和 30 年 1 月 21 日）［大池眞衆議院事務総長発言］）、臨時会に代えて常会または特

別会を召集することができるのは、臨時会の召集要求から相当の期間内に、常会または

特別会の召集が予定される場合に限られると解すべきである……。臨時会の召集要求に

対して、常会の召集が行われた例として、近年では、第 159 回国会（2004 年）、第 164
回国会（2006 年）および第 190 回国会（2016 年）などがある。 

長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）661・662 頁〔土井真一執筆部分〕 

 
 その要求〔事務局注：憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求〕から相当の期間内に

常会または特別会が召集される事情にある場合は、かならずしも臨時会を召集する必要

はなく、常会でも、特別会でもさしつかえない、と解すべきである。本条〔事務局注：

憲法 53 条〕の趣旨は、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求があった場合に

は、国会を召集しなくてはならないとするにあるのであって、その国会が常会であるか、

臨時会であるか、または特別会であるかは、そのいずれであっても、国会としての機能

がまったく同じである以上、本条のあえて問題とするところではない。 
 その結果として、相当の期間後に、国会の召集がすでに天皇によってなされている場

合（総選挙の後、特別会召集の詔書が出た後など）は、本条による要求はそもそも拘束

力をもたないと解すべきことになる。 
宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）401 頁 

 
 内閣は、4 分の 1 という法定要件がみたされた要求があった場合は、「召集を決定しな

ければならない」のであるから、召集を決定すべき法的義務を負うことになる。しかし、

要求に相応するような期間内に、常会または特別会が召集される場合は、とくに臨時会

を召集する必要はないものと解せられる。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）228・229 頁 

 
（３）召集要求書の指定期日の拘束性 

   さらに、いつまでに召集すべきかといった期限については憲法及び国会法上定めが

ないことから、召集期日は内閣の自由な判断に委ねられているのかという問題がある。 
   この点は、まず、臨時会召集要求書において、臨時会の召集期日が指定されている

場合94、内閣がその指定された期日に拘束されるか否かという点において問題となる。 

 

ア 政府見解 

    政府は、憲法上、召集期日についての定めがないことから、その決定は内閣に委

ねられている（内閣による召集決定は、要求において指定された期日に拘束されな

い）としている。 
    その上で、当初は「諸般の状況を勘案して、合理的に判断してその最も適当と認

める召集時期を決定すべき」としていたが、近年は、「臨時会で審議すべき事項な

 
94 最初の召集要求例（昭和 23 年 7 月 27 日・山崎猛君外 130 名から芦田内閣に対する召集要求）で

は、「急速に召集するよう要求」するとの文言であったのに対して召集が行われなかったために、期

日を同年 10 月 1 日と明記した要求補充書が同年 9 月 11 日に提出された（佐藤功『憲法（下）〔新版〕』

（有斐閣、1984 年）713 頁）。以後、期日を明記した要求例もあるが、近年は期日を明記せず、「速や

かに臨時国会を召集するよう強く求める」などとする例が多い。 
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ども勘案して、召集のために必要な合理的な期間を超えない期間内に召集を行うこ

とを決定しなければならない」などとしている。 
 

第 5 回国会閉会中 昭和 24 年 8 月 27 日 参議院・議院運営委員会 

○増田甲子七内閣官房長官 ……政府といたしましては……要するに臨時國会の召集

請求があつた場合には政府は勿論これに應じて臨時國会の召集を決定しなければな

らん、但し期日を指定して召集の請求があつた場合にはどうするかということは、憲

法にも國会法にも召集期日の指定に関しては何らの規定がない。そこで請求者に対し

ては期日の指定権を與えておるというふうには認められない。であるから内閣はその

期日に拘束されるものではない……從つて内閣は召集請求者の希望する期日を……

考慮に加えた上諸般の状況を勘案して、合理的に判断してその最も適当と認める召集

時期を決定すべきものと考えられる…… 
 
第 158 回国会閉会中 平成 15 年 12 月 16 日 参議院・外交防衛委員会 

○秋山内閣法制局長官 ……憲法 53 条後段は、「内閣は、」その要求があった場合に「そ

の召集を決定しなければならない。」と規定しておりますが、召集時期につきまして

は何ら触れておりませんで、その決定は内閣にゆだねられております。 
  このことから、……いつ召集してもいいということではもちろんございません。臨

時会の召集要求があった場合に、仮にその要求において召集時期に触れるところがあ

ったとしましても、基本的には、臨時会で審議すべき事項なども勘案して、召集のた

めに必要な合理的な期間を超えない期間内に召集を行うことを決定しなければなら

ないというふうに考えられているところでございます。 
 

イ 学説 

    学説においては、（ア）召集要求において指定された期日に拘束されるとする説

（肯定説）と、（イ）拘束されないとする説（否定説）がある。 

    もっとも、（ア）肯定説も、「内閣が指定期日の要求に従い得ない事情があると認

められる場合には、要求の趣旨を害しない限度において、みずから召集の期日を決

定し得るもの」であるとするなど、「指定された期日または期限に機械的に拘束さ

れるのではなく、社会通念上合理的と判断されるものであればよい」とするにとど

まる。一方、（イ）否定説も、「内閣は、召集手続に必要な期間を考慮した上で、当

該召集要求の趣旨に照らして合理的な期間内に国会を召集する客観的な義務を負

う」としている。したがって、両説は、内閣が合理的期間内に臨時会を召集をしな

ければならないとする点で実質的に大差はないと考えられる95。 
 

（ア）肯定説 

 ……議員からの要求において召集の期日が具体的に明記されている場合に、内閣は

その期日に拘束されるかという問題である。……この点については、内閣が指定期日

の要求に従い得ない事情があると認められる場合には、要求の趣旨を害しない限度に

おいて、みずから召集の期日を決定し得るもの……と考えるべきである。ただし、こ

 
95 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

665 頁〔土井真一執筆部分〕 
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こで指定期日の要求に従い得ない事情というのは、内閣の側のいわゆる政治上の事情

などであつてはならず、この制度の趣旨から見て、合理的な相当の期日に召集しなけ

ればならないと解される。 
佐藤功『日本国憲法概説〔全訂第 5 版〕』（学陽書房、1996 年）425 頁 

 

 ……召集の期日または期限の指定のあった場合のその拘束力については、……憲法

が召集要求権を認めた趣旨（国会における少数派の保護など）から、肯定説が妥当と

解される。もっとも、肯定説も、指定された期日または期限に機械的に拘束されるの

ではなく、社会通念上合理的と判断されるものであればよいとするものである…… 
佐藤幸治『日本国憲法論〔第 2 版〕』（成文堂、2020 年）489 頁 

 
（イ）否定説 

 内閣は、要求者たる議員が指定する期日に召集すべき拘束を受けるものでない、と

解すべきである…… 
 ……先例では、要求する議員がその要求において召集の期日を指定しても、その指

定は、右にのべたように、内閣を法律的には拘束しないと解釈されているが、それな

らば、内閣はいつ召集することに決定してもいいかといえば、そう解することは、正

当ではない。いやしくも、議員から本条〔事務局注：憲法 53 条〕によって要求がな

された場合には、内閣は、国会召集の手続を行うために、通例必要とされる期間を経

た後に、国会を召集することを決定すべきであり、それ以上に、その召集をおくらせ

るべきではあるまい。 
宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）399・400 頁 

 
 召集の要求にあたって期日または期限を指定するのがこれまで多くみられる例で

あるが、そのような指定に絶対的な拘束力があるとは思われない。指定が無理で、実

行不可能な場合もあり得るからである。しかし、国会開会の手続および準備のために

客観的に必要とみられる相当の期間内で、できるだけ速やかに召集することが決定さ

れなければならない。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）229 頁 

 

 要求〔事務局注：憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求〕に期限や期日を指定す

ることが多い。これはそのまま内閣を拘束するものではない。しかし、この国会側の

意思を尊重しつつ社会通念上相当と判断される期間内に召集すべき義務を負う…… 
伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）452 頁 

 

 学説においては、召集要求書で指定された期日に拘束性を認める見解（肯定説）と

これを否定する見解（否定説）がある。しかし、……実質的には、両説の間で大きな

差異はない。 
 ただ、召集日の指定は臨時会召集要求の要件でなく、実際に期日の指定がなされな

い場合があること、また国会議員による召集日の指定も合理的なものでなければなら

ないことに鑑みれば、指定された召集日に直接拘束性を認めるのではなく、内閣は、

召集手続に必要な期間を考慮した上で、当該召集要求の趣旨に照らして合理的な期間

内に国会を召集する客観的な義務を負うと解するのが適当である。 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）665・666 頁〔土井真一執筆部分〕 
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 日本国憲法では、……召集時期を憲法上明示的に指定しているのは、特別会につき、

解散総選挙後の 30 日以内に国会の召集を定めている憲法 54 条だけである。常会の

召集時期については、国会法 2 条で「毎年一月中に召集するのを常例とする」という

ように、国会と内閣との牽制均衡を考慮して、「召集しなければならない」とは定め

ずに、比較的柔らかな表現がとられている。以上のような他律的集会主義をとる憲法

上の制度枠組みからすれば、臨時会の召集時期については、憲法上明示されていない

ことからすれば、第一次的には、国会の召集権者である内閣の責任ある判断に委ねら

れていると解されることになる。 
 ただ、そのように言うことができる一方で、学説の多くは、召集時期について、あ

る種、合理的な制約があることは当然の要請だとするのであり、その意味で個別的な

内閣の対応が適切であったか否かについては別途、検討が必要とされることになる。 
原田一明「近年の国会運営をめぐる諸課題」立教法学 102 号（2020 年）49 頁 96 

 
（４）召集に必要な「合理的期間」の解釈（判断要素） 

   次に、臨時会召集要求後、内閣が臨時会を召集しなければならない「合理的期間」

の具体的な内容について、問題となる。 
 

ア 政府見解 

    政府は、「内閣は、臨時会で審議すべき事項等も勘案して、召集のために必要な

合理的な期間を超えない期間内に臨時会の召集を行うことを決定しなければなら

ない」とした上で、合理的期間とは、「召集に当たって整理すべき諸課題によって

変わるものであるため、一概に申し上げることはできない」としている。 
 

第 196 回国会 平成 30 年 2 月 14 日 衆議院・予算委員会 
○枝野幸男委員 ……憲法 53 条後段の法的効果について御説明ください。 
○横畠内閣法制局長官 憲法 53 条後段……の規定により、いずれかの議院の総議員の

4 分の 1 以上から国会の臨時会の召集要求があった場合には、内閣は、臨時会で審議

すべき事項等をも勘案して、召集のために必要な合理的な期間を超えない期間内に臨

時会の召集を行うことを決定しなければならないと考えております。 
○枝野幸男委員 合理的期間内に召集しなければならないというのは法的義務でよろ

しいですよね…… 
○横畠内閣法制局長官 まさに憲法に規定されている義務であろうかと思います。 
○枝野幸男委員 ところが、昨年、通常国会が閉会をした後、野党から今の憲法 53 条

後段の規定に基づいて臨時国会の召集要求が憲法の手続にのっとって適法に行われ

ましたが、結局、秋の解散の、召集した当日に解散をするというその日まで、臨時国

会は召集されませんでした。 
  憲法 53 条後段の合理的期間を超えていないという論拠を説明してください。 
○横畠内閣法制局長官 ……合理的な期間と申しますのは、召集に当たって整理すべき

諸課題によって変わるものであるため、一概に申し上げることはできないと考えてお

ります。 
 

96 原田一明は、指定された期日に拘束されるか否かを直接問題としているわけではないが、「内閣に第

一次的な判断が委ねられている」とする趣旨に鑑みて否定説として整理した。 
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イ 学説 

    学説においては、その表現は若干異なるものの、おおむね、合理的期間を（要求

の趣旨を害しない程度において）「国会召集の手続を行うために、通例必要とされ

る期間」などとした上で、議員から召集を要求される臨時会の権能は、内閣が提出

する案件の審議に限られず、議員にも議案提出権が認められていることや、国会に

よる政府の監視・統制が求められる事態も生じ得ることから、①「内閣による議案

提出の準備」や②「内閣独自の立場からの臨時会召集の必要性の判断」を理由とす

る臨時会召集の遅延については認められないとしている。ただし、内閣による召集

期日の設定が合理的か否かについては、結局、「社会通念に照らして、個々の場合

ごとに判断するしかない」としている。 
 

 ……内閣はいつ召集することに決定してもいいかといえば、そう解することは、正当

ではない。いやしくも、議員から本条〔事務局注：憲法 53 条〕によって要求がなされ

た場合には、内閣は、国会召集の手続を行うために、通例必要とされる期間を経た後に、

国会を召集することを決定すべきであり、それ以上に、その召集をおくらせるべきでは

あるまい。先例では、そうした要求があってから、2 か月またはそれ以上たってから召

集している例があるが、これは不当である。本条による要求があった場合、内閣はいく

らおそく召集してもいいということになれば、本条が議員に召集の要求権をみとめたこ

とが無意味になってしまうであろう。 

 先例では、召集されるべき国会に内閣が提出すべき案件の準備ができていないことを

もって、すぐに召集しないことの理由としているが、これは不当である。議員から召集

を要求される国会の臨時会の権能は、内閣が提出する案件の審議にかぎられるものでな

いことはもちろんであるから、内閣がそこに案件を提出する準備ができたかどうかは、

召集の時期の決定に少しも影響をおよぼすべき事情ではない。内閣としては、右にのべ

られたような相当な期間（せいぜい 2、3 週間でよかろう）のうちに臨時会の召集を決

定すべきものである。 

宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）399・400 頁 

 
 ……内閣が指定期日の要求に従い得ない事情があると認められる場合には、要求の趣

旨を害しない限度において、みずから召集の期日を決定し得る……と考えるべきであ

る。ただし、ここで指定期日の要求に従い得ない事情というのは、内閣の側のいわゆる

政治上の事情などであつてはならず、この制度の趣旨から見て、合理的な相当の期日に

召集しなければならないと解される。 
佐藤功『日本国憲法概説〔全訂第 5 版〕』（学陽書房、1996 年）425 頁 

 
 ……国会、とりわけ議員の側からの要求に基づいて召集される臨時会は、内閣提出の

案件の審議にかぎられるのでないことはもちろんであるから、案件の内容審議のための

内閣の準備不足を理由に召集をのばすことはできないというべきであり、召集手続その

ものをおこなうために客観的に見て通例必要とされる範囲内で、できるだけ要求された

期日に近い期日に召集することを、決定しなければならない。 
樋口陽一ほか『注解法律学全集 3 憲法Ⅲ〔第 41 条～第 75 条〕』（青林書院、1998 年） 

108 頁〔樋口陽一執筆部分〕 
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 ……国会開会の手続および準備のために客観的に必要とみられる相当の期間内で、で

きるだけ速やかに召集することが決定されなければならない。……召集があまりに遅れ

ては召集要求権の制度は無意味になる。先例では、要求よりいちじるしく遅れて召集さ

れた臨時会も、要求にもとづく臨時会として扱われているが、それらはむしろ、憲法第

53 条前段の内閣の職権にもとづく臨時会とみなされるべきものである。また、内閣から

発案する議案の準備が間に合わないとか（昭和 24 年の先例）、緊急の必要を認めないと

か、内閣側の都合や主観的判断によって、召集を遅らせることも許されない。発議権は

議員にもあるし、この場合には、内閣よりも議員の意志と判断とが重視されなければな

らないからである。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）229 頁 

 
 この要求〔事務局注：憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求〕があったときは、要

求される期間に常会または特別会が召集されるため明らかに臨時会の必要がないと認

められるときのほかは、内閣は相当の期間内に速やかに召集を決定しなければならず、

緊急の必要性がないとか、内閣側の準備がととのわないなど不都合があるという理由で

召集をおくらせることは許されない。要求に期限や期日を指定することが多い。これは

そのまま内閣を拘束するものではない。しかし、この国会側の意思を尊重しつつ社会通

念上相当と判断される期間内に召集すべき義務を負うのであり、その期間をすぎた臨時

会の召集は、要求に応じたものではなく、内閣の職権に基づく臨時会とみられる。 
伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）452 頁 

 
 内閣による召集期日の設定が合理的か否かは、社会通念に照らして、個々の場合ごと

に判断するほかない。しかし、本条〔事務局注：憲法 53 条〕後段が各議院の国会議員

に召集要求権を認めた趣旨、および国会による政府の監視・統制が強く求められる事態

が生じ得ることなどに鑑みれば、内閣が独自の立場から臨時会の必要性を判断し、その

必要と認める時期まで召集を延期することは許されない。また、国会議員に独自の議案

提出権が存する以上、内閣が提出する議案の準備が整っていないことを理由として、召

集期日を遅延させることも相当でない（清宮・憲法Ⅰ229 頁、佐藤（功）・ポケ註下 714
頁、法協・註解下 829 頁、宮沢・全訂 400 頁）。内閣は、本条後段所定の国会議員が、

臨時会の召集を必要と認めた趣旨に即して、誠実に召集期日の決定を行う必要がある。 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）665・666 頁〔土井真一執筆部分〕 

 

（５）召集決定義務に違反した場合の内閣の責任 

   議員からの臨時会召集要求があったにもかかわらず、内閣が合理的期間内に臨時会

の召集を決定せず、大幅に遅れて召集を決定した場合、内閣はどのような責任を負う

のか、つまり内閣に義務の履行を強制できるのかが問題となる。 
 

ア 政府見解 

    政府は、内閣が召集決定義務に違反した場合の法的効果については、憲法に規定

がないと述べるにとどまる。 
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第 198 回国会 令和元年 5 月 29 日 衆議院・内閣委員会 
○横畠内閣法制局長官 ……憲法第 53 条後段につきましては、まさに条文上、「いづれ

かの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなけれ

ばならない。」と現に規定しているわけです。このことはまさに、すなわち、憲法に規

定されている義務と言うことができるのではないかということをお答えしたところ

でございます。 
  その義務ということから、じゃ、どのような義務内容であるのかとか、あるいは、

どのような場合にその義務に違反したことになるのかであるとか、さらには、その義

務に違反した場合の法的効果でありますとか、その責任がどのようなものであるかと

いうのは別の事柄でございます…… 
  ……今ここで私どもの、法的責任か政治的責任か等々のことについて申し上げるこ

とは差し控えたいと思いますが、憲法自身には、その法的効果について何も規定がな

いということは事実でございます。 
 

イ 学説 

    学説では、内閣が召集決定義務に違反した場合、特に大幅に召集が遅れた場合は、

憲法 53 条後段に基づく召集要求は拒否され、同条前段により内閣の職権で召集さ

れたものとみるべきであるが、その義務の履行を強制する法的方法はなく、内閣の

政治的責任が生じるのみであるとされている。 
 

 先例では、要求よりいちじるしく遅れて召集された臨時会も、要求にもとづく臨時会

として扱われているが、それらはむしろ、憲法第 53 条前段の内閣の職権にもとづく臨

時会とみなされるべきものである。……内閣が召集決定の義務に違反した場合は、内閣

の責任問題が生ずるが、義務の履行を強制する法的方法はない。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）229 頁 

 
 ……内閣がその召集決定の義務に違反したと見るべき場合においても、その義務を強

制する法的な方法は存しない。ただその政治的責任（内閣不信任決議も臨時会が召集さ

れない限りは行いえない）が追及されるのみである。 
 なお、従来、召集要求がなされ、その指定期日から著しく遅れて召集された臨時会も、

それが召集された以上は召集要求に基づくものとして扱われているが、……それらが著

しく指定期日に遅れて召集されたものである場合には、むしろ本条〔事務局注：憲法 53
条〕前段の内閣の職権に基づく臨時会であるとすべきであろう。 

佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）714・715 頁 

 
 ……この国会側の意思を尊重しつつ社会通念上相当と判断される期間内に召集すべ

き義務を負うのであり、その期間をすぎた臨時会の召集は、要求に応じたものではなく、

内閣の職権に基づく臨時会とみられる。ただ、臨時会召集の要求に対する召集義務に違

反しても、履行を強制する法的方法はなく、内閣の政治的責任を追及するほかはない。 
伊藤正己『憲法〔第 3 版〕』（弘文堂、1995 年）452 頁 

 
 ……上述のように、召集要求を行った日または召集要求書に指定された期日よりも大

幅に遅れて召集が行われた例は、そもそも召集期日の問題にとどまらず、本条後段に基

づき行われた国会議員による召集要求は拒否され、本条前段により内閣が自ら必要と判
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断した際に臨時会を召集したものと見るべきものであって（伊藤・憲法 452 頁、清宮・

憲法Ⅰ229 頁、佐藤（功）・ポケ註下 714-715）、憲法違反であると解される。 
 ……もし内閣が臨時会を適切な期日に召集しなかった場合には、内閣の政治的責任が

生ずる。しかし、臨時会の召集期日が国民の権利義務ないし法律関係の存否に直接関係

しない限り、法律上の争訟に当たらず、「義務の履行を強制する法的方法はない」（清宮・

憲法Ⅰ229 頁）。 
長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2）・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）666-668 頁〔土井真一執筆部分〕 

 
 もし内閣がこの要求〔事務局注：憲法 53 条後段に基づく臨時会召集要求〕に従わぬ

場合はどうなるか。現在のわが国法の建前では、このような義務履行を強制する法律的

方法は存在しない。国民の権利義務に直接関係しない限り、これらの公法上の義務履行

は、国家機関の自律に任されているといつてよいであろう。 
法学協会編『註解日本國憲法 下巻（1）』（有斐閣、1953 年）829・830 頁 

 
（参考）法的責任性を否定できないとする学説 

 第 53 条の場合、「内閣は、その召集を決定しなければならない」と定め、問責事由な

いし責任追及の理由が憲法で明示されており、法的責任を否定する理由とはならない。

もちろん、「法的責任」と「政治的責任」とは排他的な関係にある概念ではなく、ある責

任が、「法的責任」であると同時に「政治的責任」である場合も考えられる。政治的責任

を追求しうるから法的責任ではないとはならず、また、その逆も成立しない。憲法第 53
条に違反する内閣の責任を法的責任でないとする理由は存在しない。 
 ……義務履行の強制方法がないことは、法的責任性を否定する理由にはならないとい

う点である。国会の立法作用を例に説明する。特定の内容について、国会に立法義務が

課されている場合でも、国会に対し、具体的な法律内容を制定することを求める強制方

法は存しない。しかし、だからといってその立法行為（不作為を含む）に法的責任を問

うことはできないとするのは、従来の判例法理に反することとなる。義務の履行を強制

する手段の存否と法的責任性の存否とは直接の関連はない。 
髙作正博「内閣による臨時国会不召集の違憲性と国家賠償法」 

関西大学法学論集 70 巻 1 号（2020 年）87 頁 
 
３ 召集期限の明文化に関する議論 
（１）明文化の是非及び法形式 

   前掲「２ 現行規定に関する解釈上の諸論点」で述べたとおり、政府見解・学説の

いずれも、議員からの臨時会召集要求に対する内閣の臨時会召集決定は憲法上の（法

的）義務であり、内閣は国会召集の手続に必要な合理的期間内に臨時会を召集しなけ

ればならないとされているが、実際には、召集要求から 2 か月以上たっても臨時会を

召集しないことも少なくない97。 
   こうした状況の下、内閣による合理的期間内における臨時会召集を確保するため、

憲法レベルあるいは法律レベルで召集期限を明文化すべきとの議論が政党や国会に

 
97 これまで臨時会召集要求から召集までの期間が最も長かった事例は、176 日間である（昭和 45 年 6
月に行われた臨時会召集要求に対するもの）。過去の臨時会召集要求の事例の詳細については、前掲

「１（４）実例 衆議院議員による臨時会召集要求一覧表」を参照。 
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おいてなされ、実際に、召集期限を明記した憲法改正条文案98の公表や国会法改正案

99の提出が行われたことがある。このように、召集期限を具体的に定めるものとする

提案には、①憲法を改正して憲法レベルで明記するものと、②国会法を改正して法律

レベルで明記するものがある。 
   ①については、総選挙の日から 30 日以内の特別会の召集を定める憲法の規定との

権衡上、憲法に加えるのが適当とする見解がある。 
   また、②については、召集期限を国会法などの法律に明記することが憲法上許容さ

れるかどうかという論点がある。この点について、学説においては、53 条後段の趣

旨に沿う相当な期間であれば、法律で定めることは憲法上許容されるという見解が多

数を占める。一方で、召集期限を法律で定めることは、権力間の牽制均衡の観点から、

また、日本国憲法が採用していない自律的集会主義を採用するのと同じ効果をもたら

すものであることから、憲法上疑義がある又は慎重な検討が必要であるとする見解も

ある。こうした見解の中には、国会中心主義の徹底という観点から、そもそも他律的

集会主義そのものを見直して自律的集会主義とするかどうかの判断を含めて、各議院

の自律的な決定に委ねるものとすべきとするものもある100。また、内閣側が要求の趣

旨を尊重する態度をとるなど運用面で配慮すれば、法改正は不要である旨を示唆する

見解もある。 
 

ア 憲法改正による明文化が適当とする見解 

 ……常会と常会の間が比較的に長い現行法制では、野党の議員に臨時会召集を要求す

る途を残すことを要し、従って総議員の過半数もしくはこれ以下の法定数について召集

要求権を認めなければならない。なお召集の要求があった時から召集の期日までの期間

を制限しなければ、この制度は無意味であり、この規定は特別会の規定との権衡上、憲

法に加えるのが適当と考える。けれども臨時会の召集を臨時緊急の必要ある場合に限る

ものとしこれに付議する事件を原則として召集目的の範囲に限るものとすることは、必

要である。臨時緊急の必要ありや否やは、司法審査の範囲に属しないと考えるが、この

ような憲法改正によって無意味な臨時会を阻止し、国費の節約と国政の能率化をはかる

ことは、当然である。 
田上穰治「憲法改正問題 国会制度」ジュリスト 74 号（1955 年）15 頁 

 
イ 国会法等の改正による明文化に肯定的な見解 

 先例に示されたような、本条〔事務局注：憲法 53 条〕による召集の要求に対する内

閣の不当な態度を直すために、法律で、本条による召集の要求があったときは何日以内

に内閣は召集を決定すべき旨を定めよとの主張がある。もし、その期間が本条の趣旨に

 
98 自由民主党「日本国憲法改正草案」（平成 24 年 4 月 27 日決定）及び日本維新の会・国民民主党・

有志の会「緊急事態条項（国会議員の任期延長その他の国会機能維持）」（令和 5 年 6 月 19 日発表）。

いずれも要求の日から 20 日以内の召集（決定）を義務付けている。 
99 立憲民主党・無所属、日本維新の会、日本共産党、有志の会及びれいわ新選組の共同提出による「国

会法の一部を改正する法律案」（令和 4 年 10 月 3 日提出。第 210 回国会衆法第 1 号。令和 6 年の衆

議院解散により審議未了のまま廃案）。常会が召集された場合等を除き、要求書の提出から 20 日以内

の召集決定を義務付けるものであった。 
100 もっとも、この見解は、法律で召集期限を明記することまで封じようというものではないと考え

られる。 
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そう相当な期間であるならば、それを法律で定めることも、かならずしも違憲と見るべ

きではあるまい。 
宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）400 頁 

 

 臨時会召集の決定権者を国会の議長と改むべしという意見がある……。国会自律の確

保を根拠とするものであるが、かならずしも賛成しがたい。そもそも「国会の議長」と

いうものがありうるかから疑問であるし、臨時国会召集の必要は国務を総理すべき内閣

にも認定権をゆだね、決定させることが望ましいであろう。ただ、現行制度のもと、議

員からの召集要求に対する取扱いの先例はけっして望ましいものではない。が、これも

国会法改正をもって是正しうるところで、この点について憲法改正の必要はない。 
小島和司「憲法改正の問題点 第四章国会」ジュリスト 241 号（1962 年）69 頁 

 

 ……こういう規定〔事務局注：国会法 2 条の 3（国会議員の任期満了による総選挙及

び通常選挙後の臨時会召集）〕を類推いたしますと、いつまでに―30 日ということが、

今の 4 分の 1 以上の要求があつた場合に適当であるかどうかはしばらくおきまして、30
日があるいは短くなるかもわかりませんが、法律に明らかに何日以内というふうに期限

を付することもできるのではないかと考えております。……国会法の改正によつて、適

当に何日以内ということをお入れになるのは、私は、不可能というか、間違いでないと

思います。ただ、しかし、……それは訴訟で争うような意味の厳格なものではなく、む

しろ、これは政治に直接関係いたしますから、裁判官の判断ではなくて、やはり国会の

良識によつてその規定の運用をはかるべきである、そういうお含みならば、一応の目安

として、何日以内ということをお入れになることも不適当ではないというふうに私は考

えておるものであります。 
昭和 36 年 7 月 4 日衆議院議院運営委員会国会法等改正関係委員研究会（第 3 回） 

における田上穰治君（一橋大学教授）発言 

（衆議院事務局編『逐条国会法 第 1 巻』（信山社、2010 年）96 頁） 

 

 解散の場合のように、召集をめぐる慣行の確立も１つの手段である。しかし、合理的

期間内の召集を内閣に義務づける最も確実な手段は、国会法に召集期限を規定すること

である。召集は内閣が行うとしても、議員側に召集要求権が認められている以上、法律

上そのような規定を設けることも憲法上許容されると解される（宮澤、1978、400）。 
只野雅人「首相の優位と解散総選挙」選挙研究 36 巻 2 号（2020 年）88 頁 

 
ウ 法律での明文化について憲法適合性に疑義があるとする見解 

 ……こんどの国会法改正101の研究項目の一つに、憲法第 53 条による臨時会の召集要

求について、議員側から発議すべき件名を附記し召集の要求をして来た場合には、内閣

はその要求書受領の日から 40 日以内に召集しなければならないという拘束を受けるこ

とにしてはどうか・ということがあげられているようである。これについて、憲法第 53
条が議員の召集要求権の中に期日を指定することまでも含ませていると見られれば別

 
101 1955 年（昭和 30 年）の第 5 次国会法改正においては、当初、議員から要求があった場合における

召集期限（40 日以内）を定めるとともに、召集要求書に発議すべき件名を記載しなければならないこ

ととし、さらに、一定の場合（総選挙の日から 30 日以内、国会閉会の翌日から 50 日以内、常会召集

詔書の公布後又は既に要求書が提出された後）には要求書を提出できないこととすることが検討され

ていた（佐藤功「国会法改正の問題点」時の法令 124 号（1954 年）13・14 頁、只野雅人「首相の優

位と解散総選挙」選挙研究 36 巻 2 号（2020 年）88 頁）。 
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であるが、そうでない限りはやはりこの提案はさきに述べたと同じ性質の問題点〔事務

局注：三権間の牽制均衡の原則から見た適憲性に関する問題点〕を含んでいると思う。 

佐藤達夫「国会法覚書」自治研究 30 巻 2 号（1954 年）7 頁 

 

 そこで、……国会法第 2 条の 3 の規定〔事務局注：国会議員の任期満了による総選挙

及び通常選挙後の臨時会召集〕が設けられるに至ったわけであるが、さて別の面からみ

ると、憲法第 7 条第 2 号は、国会の召集を、内閣の助言と承認によって行う天皇の国事

行為の一つとしており、また、第 53 条は、臨時国会の召集の決定を内閣の権限として

いるのに、国会法という法律で、一定の場合には、一定の期間内に、臨時国会を召集し

なければならないとして、この内閣の権限のわくをしばってしまうのは、はたして憲法

の規定の趣旨に適合するものだろうかどうだろうかという疑いを生ずる余地がないわ

けではない……（憲法第 53 条後段は、衆参いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の

要求があれば、内閣は、臨時会の召集を決定しなければならない旨を規定しているが、

この要求に基いて臨時会をいつ召集すべきかは、内閣がみずからの判断で決定できるも

のと解釈されている。一時、その場合における召集の時期のわくを国会法でかぶせるよ

うにしたらどうかという論があったが、それは、憲法の趣旨からみて必ずしも適当では

なかろうとして、見送られたいきさつがある。……） 

「参議院議員の通常選挙後に召集される国会―国会法第二条の三について―」 

時の法令 319 号（1959 年）46・47 頁 

 

（参考）自律的集会の可否も含めて検討が必要とする見解 

 国会の召集は、憲法上、天皇の国事行為（憲法 7 条 2 号）であり、内閣の助言と承認

が必要とされている。したがって、わが国の国会は、他律的開会制を前提として、それ

に一院の議員の 4 分の 1 以上（すなわち両院の議員の 8 分の 1）による召集要求も認め

るという自律的集会の要素をも加味した比較法的にも珍しい召集制度となっている。 

 ……本条〔事務局注：国会法 2 条の 3（国会議員の任期満了による総選挙及び通常選

挙後の臨時会召集）〕で、30 日以内に召集を義務づけたのは、特別国会に関する憲法の

欠缺を補うためで、早急に院の構成を定める必要があることから、憲法に反するもので

はないとされたのである。国会運営上の必要度が高い院の構成を定める必要からの措置

であって、あくまでも緊急・不可欠な対応として、内閣による臨時会の召集義務を法律

で定めたに過ぎないと解されたわけである。したがって、この理屈を、臨時会の召集一

般にまで拡張させて内閣に国会の召集を義務づけることは妥当だとはいえない。 

 ……以上からすれば、憲法上、自律的集会主義を採っていないわが国で、単に国会法

という法律によって実質的に自律的集会主義を採用するのと同じ効果をもたらす「憲法

改正」までをも行うことが、憲法が前提とする国会と内閣との関係、両者の牽制・均衡

の観点から可能であるのかどうか、より慎重な検討が必要となるのである。 

 ……内閣に対する義務履行のための強制手段がないからといって、召集時期の問題を

解決するために、法律でこれを制限することが唯一の賢明な対応だとは思えない。この

問題を考えるに当っては、自律的集会の可能性をも視野に入れて検討することが必要だ

からである。 

 ……内閣による召集時期の遅延にせよ、国会からの召集要求の濫用にせよ、いずれに

関しても、それらの制限規定を法律で定めることは、内閣の権限を制限するとか、憲法

53 条違反の恐れが生ずる。そして、このような議論を支えているのは、国会の召集につ

いて自律的集会主義まで認めるわけではないという、いわば中途半端な国会中心主義の

理念である。国会中心主義を徹底すれば、召集のあり方については、各議院の判断に委
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ねられるのが原則であり、国会の召集についても、自律的集会とするかどうかの判断を

含めて、各議院の自律的な決定に委ねるのが原則となるはずだからである。 

原田一明「近年の国会運営をめぐる諸課題」立教法学 102 号（2020 年） 

49・52・53・56 頁 

 

 ……他律的開会制度や会期制の下で、臨時会の召集要求に迅速に応じない内閣の姿勢

に対する最終的な審判者は、やはり裁判所ではなく、主権者である有権者・国民なので

はないか。もしそうだとすれば、むしろこれを機に、国会の召集という国会運営の基本

となる点に内閣が関与し、制限する可能性があるという他律的開会制度をこそ見直すべ

きで、さらには会期制度や会期不継続の問題ということも含めて、国会（議員）は、国

民に対してわが国の国会召集制度に伴う問題点を広く提示し、その解決を目指すべきで

はないかと思う。改めて言うまでもなく、国会召集をめぐる問題こそ、未だに憲法に刺

さったままの棘であって、執行権による立法権の直接的な制約という、より大きな憲法

問題に外ならないからである。 

原田一明「現代『行政国家』における議会による行政統制」公法研究 83 号（2022 年） 

65・66 頁 

 
エ 法改正は不要とする見解 

 今度の改正102は、内閣が指定された期日に召集しなければならないという拘束を受け

るというようには定めずに、要求されたなら、その指定期日が何日であつても、内閣は

40 日以内に召集しなければならないとしたのである。国会の召集は内閣の助言と承認

による天皇の権限である（憲法第 7 条第 2 号）のだから、内閣が指定期日に絶対的に拘

束されると解すべきではないが、前に挙げた例のように、内閣が自分の都合や政治的理

由から、不当に召集を遅らせることもないではないから、40 日以内ということで幅を持

たせて、要求の趣旨に反しないように内閣が合理的な適当な時期に召集を決定しなけれ

ばならないとしたのがこの改正案の狙いなのであろう。 

 ただし、今までの例では、要求する側にも行きすぎがなかつたわけではない。…… 

 要するに、少し論評的にいえば、私は、要求する側もこの権利を濫用せず、また、内

閣側もできるだけ要求の趣旨を尊重するという態度をとるならば、現行法のままでよい

のではないかという気がする。以上述べたような今度の改正案は、国会も内閣も自から

進んでその権利を制限し、われとわが身を縛ることになるように思われるが、どうであ

ろうか。 

佐藤功「国会法改正の問題点」時の法令 124 号（1954 年）13・14 頁 
 

（２）召集期限の日数 

   次に、召集期限を明文化する場合に中心となる事項として、明記すべき具体的な日

数を何日とすべきかという論点がある。 
   学説では、現行憲法の解釈上、召集要求から臨時会召集までの期間として許容され

る「合理的期間」について、具体的な日数を示すものもある。例えば、「せいぜい 2、
3 週間」とするもののほか、解散による総選挙後の特別会及び任期満了による総選挙・

通常選挙後の臨時会の召集が 30 日以内とされている（憲法 54 条、国会法 2 条の 3）

 
102 前掲注 101 
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こと、自由民主党の「日本国憲法改正草案」103において要求の日から臨時会召集まで

の期限が 20 日以内とされていること、地方議会において議長又は議員の請求に基づ

く臨時会招集の期限が 20 日以内とされている（地方自治法 101 条 4 項）ことに照ら

して、「20 日以内であれば十分104」又は「30 日を超える場合は合理的期間を超える」

などとするものもある。 
 

 ……それならば、内閣はいつ召集することに決定してもいいかといえば、そう解するこ

とは、正当ではない。いやしくも、議員から本条〔事務局注：憲法 53 条〕によって要求が

なされた場合には、内閣は、国会召集の手続を行うために、通例必要とされる期間を経た

後に、国会を召集することを決定すべきであり、それ以上に、その召集をおくらせるべき

ではあるまい。……内閣としては、右にのべられたような相当な期間（せいぜい 2、3 週間

でよかろう）のうちに臨時会の召集を決定すべきものである。 

宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）400 頁 

 
 憲法 53 条後段が、一定数の国会議員に臨時会召集要求の権限を認めたのは、議会内少

数派の権限として位置づけたものであり、臨時会の開催によって少数派の要求内容に関す

る実質的な審議を確保することに意義がある。したがって、同条前段の場合のように、内

閣が臨時会開催の必要性を判断して召集を決定するのとは異なり、召集要求を行った国会

議員の意向を前提として、内閣は、臨時会開催に伴う手続的・事務的な事項を判断して、

可能な限り最小限の日数で臨時会の召集をしなければならないということであり、これが

「合理的期間内」ということになる。 

 この「合理的期間内」について、裁判所は具体的な期間を示していないが、宇賀反対意

見105は、自由民主党の日本国憲法改正草案や地方自治法の規定を参考に、「20 日以内」と

明示している。また、現行規定では、憲法 54 条 1 項が、衆議院解散後の総選挙が行われ

た場合に、選挙の日から 30 日以内に特別会の召集を定め、また、国会法 2 条の 3 が、国

会議員の任期満了による総選挙や通常選挙が行われた場合に、その任期が始まる日から 30
日以内に臨時会の召集を定めている。そうすると、国会議員による召集要求から臨時会の

召集まで、30 日を超える場合には、「合理的期間」を超えるものと解するのが相当である。

したがって、宇賀反対意見が示したような「特段の事情」が認められない限り、召集要求

から臨時会の召集まで 30 日を超える場合は、明白に憲法 53 条後段に違反し、憲法違反と

解されるべきである。 

横尾日出雄「憲法 53 条後段に基づく国会議員による臨時会の召集要求と内閣の召集決定

の義務」松山大学論集 35 巻記念号（2023 年）508・509 頁 
 
   なお、具体的な期間を明示しないものの、過去の例について違憲の疑いがある期間

（＝合理的期間を超える期間）などと言及するものもある。 
 

 憲法所定の議員の要求による（ⅱ）臨時会については、「議長を経由して内閣に要求書を

提出」する手続がとられるが（国会 3 条）、いつまでに召集しなくてはならないという期限

 
103 自由民主党「日本国憲法改正草案」（平成 24 年 4 月 27 日決定） 
104 後掲「【参考】平成 29 年 6 月に行われた臨時会召集決定の要求に係る裁判例 （２）ア 〔最高裁判

決における宇賀克也裁判官の反対意見〕」を参照 
105 前掲注 104 
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の定めはないため、要求書提出から召集決定通知までに 3 カ月余りを要したことも稀では

ない（衆院先例付録 7 表参照）。このような運用では憲法の趣旨を十分に生かしたことに

ならず、再検討を必要としよう。 
大石眞『憲法概論Ⅰ』（有斐閣、2021 年）258 頁 

 
 過去には、実際の召集期日が召集要求を行った日または召集要求書に指定された期日よ

りも大幅に遅れる場合があり、1970 年 6 月 1 日（衆議院）・2 日（参議院）に行われた召

集要求に対して、佐藤栄作内閣が同年 11 月 24 日に臨時会を召集した例（要求から 177 日

後）、2005 年 11 月 1 日に行われた召集要求に対して、小泉純一郎内閣が翌年 1 月 20 日に

常会を召集した例（要求から 80 日後）、2015 年 10 月 21 日に行われた召集要求に対して、

安倍晋三内閣が翌年 1 月 4 日に常会を召集した例（要求から 75 日後）がある。 
 このように、召集要求を行った日または召集要求書に指定された期日よりも大幅に遅れ

て召集が行われた場合は、議員による召集要求は拒否され、憲法 53 条前段により内閣が

職権で臨時会を召集したものと見るべきであり、こうした実例は本規定の趣旨を没却する

ものであって、本条〔事務局注：憲法 53 条〕に違反していると考えられる。 
長谷部恭男「憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集」判例時報 2490 号（2021 年）134 頁 

 
 2017（平成 29）年 6 月、衆参両院に、議院の総議員の 4 分の 1 を超える議員によって、

臨時会の召集を求める要求書が提出された。しかし、内閣は 3 ヶ月以上召集要求に応じな

かった。9 月末にようやく臨時会が召集されたが、冒頭で衆議院の解散が行われたため、

審議は行われなかった。実質的に臨時会の召集要求を拒否したに等しく、本条〔事務局注：

憲法 53 条〕の趣旨に反する対応であったことは否めない。 
木下智史・只野雅人編『新・コンメンタール憲法〔第 2 版〕』（日本評論社、2019 年） 

513 頁〔只野雅人執筆部分〕 

 

 昭和 24 年の第 2 次吉田内閣のときに、要求より 2 ヵ月もたってから召集した例がある

が、召集があまりに遅れては召集要求権の制度は無意味になる。先例では、要求よりいち

じるしく遅れて召集された臨時会も、要求にもとづく臨時会として扱われているが、それ

らはむしろ、憲法第 53 条前段の内閣の職権にもとづく臨時会とみなされるべきものであ

る。 
清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣、1979 年）229 頁 

 
先例では、そうした要求があってから、2 か月またはそれ以上たってから召集している

例があるが、これは不当である。本条〔事務局注：憲法 53 条〕による要求があった場合、

内閣はいくらおそく召集してもいいということになれば、本条が議員に召集の要求権をみ

とめたことが無意味になってしまうであろう。 

宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）400 頁 

 
 問題はその召集の時期である。すなわち、要求書に召集期日が具体的に明記されている

場合に……、内閣はそれに拘束されるかどうかが問題となる。 
 この問題について、従来の例としてはつねにその指定期日から相当に遅れて召集されて

いる（……第 1 回の例では 10 月 1 日の指定期日から 10 日遅れて 10 月 11 日に召集され

たが、たとえば昭和 24 年 7 月 7 日に第 2 次吉田内閣に対して野党議員が野党各党懇談会

を組織して要求した場合には同年 7 月 31 日を指定したのに対し、召集が行われず、要求

補充書により指定期日を 8 月 25 日と変更したが、結局召集されたのは同年 10 月 25 日で
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あった）。この問題は、一般的・抽象的にいえば、内閣は、その要求の期日が合理的である

以上は……その要求の趣旨を害しない限度において……、国会召集の手続を行う上で通常

必要とされる期間を経た時期において召集の期日を決定すべきであり、それ以上にその召

集を遅らせることは認められない。すなわち、内閣が提出法律案の準備が整わないとか…

…政治的に臨時会を開くべき緊急の必要がないとか……の理由で指定期日に従わず自己

の判断のみにより召集期日を決定しうるものではない。この意味においては従来の実例に

は違憲の疑いが濃いものもあるというべきであろう（先例には指定期日から 2 カ月以上遅

れて召集された例もある）。 
佐藤功『憲法（下）〔新版〕』（有斐閣、1984 年）713・714 頁 

 
（３）閉会直後の臨時会召集要求（臨時会召集要求権に対する制約の可否） 

   召集要求に対する政府の対応の問題とは別に、国会議員による臨時会召集要求権の

濫用のおそれが懸念されるとの考え方もある。具体的には、会期終了直後に議員によ

る臨時会の召集要求が行われる場合、国会法が定める両議院の過半数の議決等の会期

延長の仕組みを潜脱することになるのではないかという問題が指摘されている。 
   召集期限を明記した場合、閉会直後の召集要求が繰り返されると、事実上の通年国

会にもなりかねず、会期制を採用している憲法の趣旨を没却することにもなりかねな

い106。 
   実際、過去には、閉会日や閉会日の翌日に召集要求書が提出された例があった（後

掲「閉会から衆議院議員による臨時会召集要求書提出までの期間」参照）。 
   このような臨時会召集要求権の濫用とも言えるケースへの対策として、国会法を改

正し、①閉会から一定期間又は②前回の臨時会召集要求から一定期間、臨時会の召集

要求を一律に禁止する規定（インターバル規制）を定めることも考えられる。しかし、

53 条後段は、議院における少数者の発言権を保障した規定であり、また、閉会直後

に国会の審議を必要とする新たな事態が生じ得る以上、これには憲法上の疑義がある

との指摘がある107。 
   他方で、憲法改正により、閉会後一定期間の臨時会召集要求を一律に禁止する規定

を定めることの是非については、学界においても今後の議論に委ねられているようで

ある。 
 

【臨時会召集要求権に対する制約は憲法上疑義があるとする見解】 

 ……これまでも、先会の会期終了日またはその翌日に臨時会の召集要求が行われた例が

ある。会期の延長ではなく、臨時会の召集が要求されることになったのは、会期の延長の

ためには、両議院において出席議員の過半数による議決を要し（ただし、衆議院の優越が

認められる）、また会期延長の回数にも制限があるためではないかと考えられる。しかし、

 
106 原田一明は、会期が延長された常会の会期終了後すぐに臨時会が再び召集されることを問題として

指摘し、「通年会期制が国会のあり方として望ましいのであれば、むしろ正面から常会の会期のあり

方を見直す議論を行うべき」としている（原田一明「現代『行政国家』における議会による行政統制」

公法研究 83 号（2022 年）65 頁）。 
107 長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』（有斐閣、2020 年）

666・667 頁〔土井真一執筆部分〕、宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978
年）401 頁 
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このような召集要求は、国会法が定める会期延長に関する仕組みを潜脱するものであり、

制度の濫用であるとの批判を免れない。他方、このような濫用を封じるため、例えば、国

会法を改正して、閉会から一定の期間は臨時会の召集要求を一律に認めないとする取扱い

を定めることなどが考えられるが、先会の閉会直後に、国会による審議を必要とする新た

な事態が生じ得る以上、憲法上疑義がある（芦部・憲法〔7 版〕321 頁、宮沢・全訂 401
頁、佐藤功「国会法改正の問題点」時の法令 124 号 13-14 頁（1954））。それゆえ、内閣が

召集要求に応じない先例をいたずらに重ねないためにも、このような場合の召集要求につ

いては、会期の延長でなく、新たに臨時会を召集しなければならない合理的理由の提示を

行うことを要するなど、召集要求者の側にも一定の自制が求められる。 

長谷部恭男編『注釈日本国憲法(3) 国民の権利及び義務(2)・国会 §§25～64』 

（有斐閣、2020 年）666・667 頁〔土井真一執筆部分〕 

 

 かつて「国会閉会の翌日から 50 日以内は要求書を提出できない」旨の制約を設ける国

会法改正案108の提案があったが、こういう制限を加えることも憲法上認められないと解さ

れる。 

芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法〔第 8 版〕』（岩波書店、2023 年）335 頁 

 

 実際には、ある国会の会期が終わると、すぐその翌日に、野党の議員が本条〔事務局注：

憲法 53 条〕によって臨時会の召集を要求する例がある。そこで、かような本条による要

求権の乱用とも考えられるやり方を阻止するために、法律で、会期終了後一定の期間内は、

本条による要求を許さない旨の規定を設けよとの意見が、国会法改正論として、主張され

たことがある109。 

 法律で本条に対しそういう制限を設けることは、しかし、本条に違反すると解される。

本条は、議院における少数者の発言権を保障した規定と考えなくてはならないから、その

意味からいって、たとえ実際に乱用が可能であるとしても、本条による要求権を法律で制

限することは許されないと解すべきであろう。 

宮澤俊義著・芦部信喜補訂『全訂 日本国憲法』（日本評論社、1978 年）401 頁 

 
 今度の〔事務局注：国会法〕改正110は、内閣が指定された期日に召集しなければならな

いという拘束を受けるというようには定めずに、要求されたなら、その指定期日が何日で

あつても、内閣は 40 日以内に召集しなければならないとしたのである。 

 ……ただし、今までの例では、要求する側にも行きすぎがなかつたわけではない。たと

えば、内閣に対するいやがらせの野党攻勢の手段として、客観的にはそれほど理由がない

ときも要求したり、あるいは、国会閉会と同時に早くも臨時会を召集せよと要求したり、

要するにこの制度を濫用した例も少くない。そこで今度の改正案は、「発議すべき件名を記

載」することとし、また、要求の時期にも制限を加えて、「要求書は総選挙の日から 30 日

以内、国会閉会の翌日から 50 日以内、常会の召集詔書が公布された後、または既に要求

書が提出された後は提出できない」としている。……閉会後 50 日以内は要求できないと

いう制限は問題であろう。 

 閉会後 50 日、それから 40 日ということになれば、閉会後 90 日は臨時会が召集されな

いことになる。もちろん内閣側から進んで臨時会を召集することはあるのだから、この 90
日の間は全く臨時会が召集されないわけではないといえるのであろうが、もし、緊急の必

 
108 前掲注 101 
109 前掲注 101 
110 前掲注 101 
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要があつて内閣側からの召集があることを認めるのなら、同じ必要から国会側からの要求

による召集をも認めてもよいといえるのではなかろうか。 

 要するに、少し論評的にいえば、私は、要求する側もこの権利を濫用せず、また、内閣

側もできるだけ要求の趣旨を尊重するという態度をとるならば、現行法のままでよいので

はないかという気がする。以上述べたような今度の改正案は、国会も内閣も自から進んで

その権利を制限し、われとわが身を縛ることになるように思われるが、どうであろうか。 

佐藤功「国会法改正の問題点」時の法令 124 号（1954 年）13・14 頁 
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閉会から衆議院議員による臨時会召集要求書提出までの期間 
※  は、前の国会の閉会日又はその翌日に召集要求書を提出した事例 

国会回次 前の国会の閉会日 要求書提出年月日 
前の国会の閉会日から要求書
提出日の前日までの期間 

第 3 回 昭 23.07.05（常 会） 
昭 23.07.27 

（翌 28 日内閣送付） 
22 日 

第 6 回 昭 24.05.31（特別会） 
昭 24.07.07 

（翌 8 日内閣送付） 
37 日 

第 9 回 昭 25.07.31（臨時会） 昭 25.07.31  0 日 

第 11 回 昭 26.06.05（常 会） 昭 26.07.17 42 日 

第 17 回 昭 28.08.10（特別会） 昭 28.08.10  0 日 

第 18 回 昭 28.11.07（臨時会） 昭 28.11.10  3 日 

第 20 回 昭 29.06.15（常 会） 昭 29.08.04 50 日 

第 23 回 昭 30.07.30（特別会） 昭 30.08.18 19 日 

  昭 30.08.23 24 日 

第 25 回 昭 31.06.03（常 会） 昭 31.07.11 38 日 

第 27 回 昭 32.05.19（常 会） 昭 32.07.02 44 日 

第 30 回 昭 33.07.08（特別会） 昭 33.08.01 24 日 

第 33 回 昭 34.07.03（臨時会） 昭 34.08.21 49 日 

第 36 回 昭 35.07.22（臨時会） 昭 35.08.11 20 日 

第 39 回 昭 36.06.08（常 会） 昭 36.07.14 36 日 

第 42 回 昭 37.09.02（臨時会） 昭 37.09.12 10 日 

第 44 回 昭 38.07.06（常 会） 昭 38.08.14 39 日 

第 47 回 昭 39.06.26（常 会） 昭 39.07.24 28 日 

第 53 回 昭 41.07.30（臨時会） 昭 41.09.01 33 日 

第 57 回 昭 42.08.18（臨時会） 昭 42.10.05 48 日 

第 60 回 昭 43.08.10（臨時会） 昭 43.10.16 67 日 

第 62 回 昭 44.08.05（常 会） 昭 44.09.17 43 日 

第 64 回 昭 45.05.13（特別会） 昭 45.06.01 19 日 

第 70 回 昭 47.07.12（臨時会） 昭 47.10.02 82 日 

第 74 回 昭 49.07.31（臨時会） 昭 49.10.14 75 日 

第 83 回 昭 52.11.25（臨時会） 昭 52.11.28  3 日 

第 134 回 平 07.08.08（臨時会） 平 07.08.09  1 日 

第 137 回 平 08.06.19（常 会） 平 08.09.09 82 日 

第 149 回 平 12.07.06（特別会） 平 12.07.11  5 日 

第 153 回 平 13.08.10（臨時会） 平 13.08.29 19 日 

第 159 回 
（常 会） 

平 15.11.27（特別会） 平 15.11.27  0 日 

第 161 回 平 16.08.06（臨時会） 平 16.09.16 41 日 

第 164 回 
（常 会） 

平 17.11.01（特別会） 平 17.11.01  0 日 

第 173 回 平 21.09.19（特別会） 平 21.10.08 19 日 

第 190 回 
（常 会） 

平 27.09.27（常 会） 平 27.10.21 24 日 

第 194 回 平 29.06.18（常 会） 平 29.06.22  4 日 

第 202 回 令 02.06.17（常 会） 令 02.07.31 44 日 

第 205 回 令 03.06.16（常 会） 令 03.07.16 30 日 

第 210 回 令 04.08.05（臨時会） 令 04.08.18 13 日 



 

57 

【参考】平成 29 年 6 月に行われた臨時会召集決定の要求に係る裁判例 

  平成 29 年 6 月に行われた臨時会召集決定の要求111に関しては、当時の安倍内閣がこ

れに約 3 か月間応じなかったのは違憲だとして、全国で 3 件の裁判が提起され、令和 2
年 6 月から令和 3 年 4 月にかけて第一審判決として、那覇地方裁判所判決112、岡山地

方裁判所判決113、東京地方裁判所判決114が出された。 
  その後、上記各地方裁判所の判決に対して控訴がなされ、令和 4 年 1 月から 3 月に

かけて福岡高等裁判所那覇支部判決115、広島高等裁判所岡山支部判決116、東京高等裁判

所判決117が出された。 
  さらに、各控訴審の判決に対して上告がなされ、令和 5 年 9 月 12 日に最高裁判所118

において判断がなされた。 
  各下級裁判所・最高裁判所のいずれも、本件臨時会召集要求に対する内閣の召集決定

についての憲法適合性を判断することなく、原告の請求を却下し、又は棄却した。 
 
 【経過の概要】 

平成 29 年 6 月 18 日 第 193 回国会（常会）閉会 
    〃   22 日 衆議院議員及び参議院議員による臨時会召集要求 
    〃  9 月 22 日 内閣による臨時会召集決定 
（召集要求から 92 日後）  
    〃   28 日 第 194 回国会（臨時会）召集・衆議院解散 
（召集要求から 98 日後）  
平成 30 年  各訴訟の提起 
令和 2 年 6 月 ～令和 3 年 3 月 各地方裁判所判決 
令和 4 年 1 月 ～同年 3 月 各高等裁判所判決 
令和 5 年 9 月 12 日 最高裁判所判決 

 
111 本件臨時会召集要求の理由は、「先の通常国会において安倍政権は、森友学園・加計学園疑惑に関

する説明責任をまったく果たそうとせず、……強引に国会を閉会した。……国民に広がる政治不信を

解消するためには、国会が国民の負託に応え、疑惑の真相解明に取り組むことが不可欠である。」（「臨

時国会召集要求書」（平成 29 年 6 月 22 日、安住淳君外 119 名））というものであった。 
112 那覇地判令和 2 年 6 月 10 日判例時報 2473 号（2021 年 5 月）93 頁、裁判所ウェブサイト（http
s://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail4?id=89566） 

113 岡山地判令和 3 年 4 月 13 日、裁判所ウェブサイト（https://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/deta
il4?id=90304） 

114 東京地判令和 3 年 3 月 24 日、裁判所ウェブサイト（https://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/deta
il4?id=90485） 

115 福岡高判那覇支部令和 4 年 3 月 17 日、裁判所ウェブサイト（https://www.courts.go.jp/app/hanre
i_jp/detail4?id=91045） 

116 広島高判岡山支部令和 4 年 1 月 27 日、裁判所ウェブサイト（https://www.courts.go.jp/app/hanre
i_jp/detail4?id=90912） 

117 東京高判令和 4 年 2 月 21 日判例タイムズ 1508 号（2023 年 7 月）102 頁、裁判所ウェブサイト

（https://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail4?id=91069） 
118 最判令和 5 年 9 月 12 日民集 77 巻 6 号 1515 頁、裁判所ウェブサイト（https://www.courts.go.jp/
app/hanrei_jp/detail2?id=92353）。本資料では、東京高裁判決に対する上告審判決について取り上げ

る（なお、福岡高裁・広島高裁判決に対する上告審は、国家賠償法に基づく損害賠償請求のみを争う

ものであり、いずれも東京高裁判決に対する上告審判決と同日に判決が出されている。当該請求に係

る判決内容はいずれも同じものとなっている）。 
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（１）事案の概要 

   各裁判の事案の概要は以下のとおりである。 
 

ア 事実関係（各判決共通） 

    衆議院の総議員の 4 分の 1 以上である 120 名の議員及び参議院の総議員の 4 分

の 1 以上である 72 名の議員は、平成 29 年 6 月 22 日、それぞれ、憲法 53 条後段

の規定により、内閣に対し、国会の臨時会の召集を決定することを要求した。 
    内閣は、同年 9 月 22 日（上記要求から 92 日経過後）、臨時会を同月 28 日（上

記要求から 98 日経過後）に召集することを決定し、同日、第 194 回国会は召集さ

れた119。 
 

イ 各裁判の原告・請求内容 

    そのほか、各裁判における原告や請求内容は次のとおりである。 
 那覇訴訟 岡山訴訟 東京訴訟 

原  告 衆議院議員 2 名 
参議院議員 2 名 

衆議院議員 1 名 参議院議員 1 名 

請求内容 国家賠償法に基づく損

害賠償請求 
国家賠償法に基づく損

害賠償請求 
①次に臨時会召集要求

をした場合に、内閣に

おいて、20 日以内に

臨時会が召集される

よう召集決定をする

義務を負うことの確

認の訴え 
（予備的に、上記場合

に、原告が 20 日以内

に臨時会の召集を受

けられる地位の確認

の訴え） 
②国家賠償法に基づく

損害賠償請求 
 
（２）裁判所の判断120 

   各裁判においては、憲法 53 条後段の解釈のほか、内閣の本件臨時会召集決定に関

する憲法適合性、統治行為論、国家賠償法上の違法性、確認の訴えの適法性などの多

岐にわたる論点について争われ、裁判所の判断が示された。本資料においては、憲法

53 条後段の解釈に関する裁判所の判断を中心に記載し、他の論点については概略に

留めることとする。 
 

 
119 なお、この臨時会の冒頭で衆議院が解散された。次に特別会が召集されたのは、さらに 34 日後で

ある。 
120 各裁判所の判決等の概要については、後掲「内閣の臨時会召集決定（憲法 53 条後段）についての

地裁判決（R2・R3）・高裁判決（R4）・最高裁判決（R5）・学説・国の主張の対比」を参照。 
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ア 憲法 53 条後段の解釈 

    各判決（東京地裁・東京高裁判決を除く。）において示された事項や表現は若干

異なるものの、憲法 53 条後段の解釈として、概ね以下のような内容が示された。 
   ①臨時会召集要求がされた場合には、内閣は、合理的期間内に臨時会を召集する旨

の決定をする憲法上の（法的）義務を負うこと 
   ②当該義務は、臨時会召集要求をした個々の国会議員に対して負うものではないこ

と 

   ③憲法 53 条後段の規定は、各議院を組織する一定数以上の議員に対して臨時会召

集要求をする権限を付与したものであって、個々の国会議員の臨時会召集要求に

係る権利又は利益を保障したものではないこと 

 

〔那覇地裁・福岡高裁判決〕 

 「憲法 53 条後段に基づく内閣の臨時会の召集については、議院の総議員の 4 分の 1
以上の要求がある場合において、内閣が憲法上の要請に基づき行う必要があるものであ

って、これは単なる政治的義務と解されるものではなく、憲法上明文をもって規定され

た法的義務と考えられる。また、憲法 53 条後段は、議院の総議員の 4 分の 1 以上の要

求があった場合に内閣に臨時会の召集を義務付けるものの、その召集時期については何

ら定めを置いていないが、召集の要求がされてから合理的期間内に臨時会を召集する義

務があると解される」（那覇地裁判決） 
 「憲法 53 条後段に基づく内閣の臨時会の召集決定については、憲法上の規律が比較

的明確であり、仮に内閣の裁量が認められるとしても限定的なものといえる。」（那覇地

裁判決） 
 「内閣は、憲法 53 条後段の要件を充足する臨時会召集要求に応答して、召集のため

に必要な合理的な期間内に国会の臨時会を召集する旨の決定をする義務を負うけれど

も、これは、国会と内閣という国家機関相互の間の公法上の義務の性格を有するもので

あり、臨時会召集要求をした国会議員に対して義務を負うものとはいえず、上記の義務

は、国会議員個人の権利利益の保護を目的とするものともいえないから、内閣は、臨時

会召集要求をした国会議員との関係において、その権利利益の保護を目的とした職務上

の法的義務を負っているとはいえないと解すべきである。」（福岡高裁判決） 
 

〔岡山地裁・広島高裁判決〕 

 「憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集は、同条前段とは異なり、三権分立制の下、

国会による自律的な集会を保障するとともに、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 とい

う少数派の国会議員に国会の召集要求の途を開け、少数派の意見を国会に反映させると

いう趣旨に基づき、憲法上の要請として、議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求がある場

合に臨時会の召集を決定しなければならない旨を定めているものであって、これは単な

る政治的義務ではなく、憲法上明文をもって規定された法的義務であると解される。ま

た、憲法 53 条後段は、その召集時期について明文上の定めを置いていないものの、上

記のような趣旨からすれば、内閣は、同条後段に基づく臨時会の召集要求がされた後、

召集手続等を行うために通例必要な合理的期間内に臨時会を召集する法的義務がある

ものと考えられる。」（岡山地裁判決） 
 「憲法 53 条後段の規定の体裁や位置付け等からすれば、憲法 53 条後段は、個々の国

会議員が国会召集要求権を有し、内閣が、臨時会の召集要求をした個々の国会議員に対

して召集決定をすべき義務を負うことを規定したものとは解しがたい。」（岡山地裁判
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決） 
 「憲法 53 条後段は、あくまで、「いづれかの議院の総議員の 4 分の 1 以上の要求」が

あって初めて、内閣に臨時会の召集決定をすべき義務を生じさせるものであり、個々の

国会議員は、単独では臨時会の召集を要求することができないことにもかんがみれば、

個々の国会議員が、個人の権利又は法律上保護される利益として、臨時会召集要求権を

有するものとは解されない。」（岡山地裁判決） 
 「内閣は、国の機関として臨時会召集決定をするに当たり、同じく国の機関である国

会に対する関係において、召集手続等を行うために通例必要な合理的期間内に臨時会を

召集する法的義務を負うのであり、この法的義務は機関相互を規律するものではある

が、機関を構成する当該各個別の国会議員との関係を規律するものではないというべき

である。」（広島高裁判決） 
 

〔東京地裁・東京高裁判決〕 

 憲法 53 条後段の解釈について言及なし。 
 

〔最高裁判決〕 

 「これ〔事務局注：憲法 53 条の規定〕は、国会と内閣との間における権限の分配と

いう観点から、内閣が臨時会召集決定をすることとしつつ、これがされない場合におい

ても、国会の会期を開始して国会による国政の根幹に関わる広範な権能の行使を可能と

するため、各議院を組織する一定数以上の議員に対して臨時会召集要求をする権限を付

与するとともに、この臨時会召集要求がされた場合には、内閣が臨時会召集決定をする

義務を負うこととしたものと解されるのであって、個々の国会議員の臨時会召集要求に

係る権利又は利益を保障したものとは解されない。」 
 

〔最高裁判決における宇賀克也裁判官の反対意見〕 

 「……同条〔事務局注：憲法 53 条〕後段は、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以

上の要求があれば臨時会が召集されるいわゆる自律的国会についての定めである。 
 憲法 53 条後段が、単なる訓示規定ではなく、いずれかの議院の総議員の 4 分の 1 以

上の要求があれば、内閣は、合理的期間内にその召集を決定する法的義務を負うことに

は異論がないと思われる。」 
 「憲法 53 条後段の眼目が少数派議員による国会での質問、議案の発議、表決等を可

能にするという、いわゆる「少数派権」の尊重にあること、議員も一定の要件の下で議

案を提出することができること（国会法 56 条 1 項）、委員会も、その所管に属する事項

に関し法律案を提出することができること（同法 50 条の 2 第 1 項）に加え、行政監視

も国会の重要な役割であり、臨時会召集要求の重要な動機になることが多いと考えられ

ることに照らしても、内閣が法律案提出の準備を理由として憲法 53 条後段の規定によ

る臨時会召集決定を遅延させることは許されないといえよう。 
 そして、上記合理的期間について、憲法は定めていないが、20 日あれば、十分と思わ

れる。このことは、自由民主党の憲法改正草案において、憲法 53 条について、要求が

あった日から 20 日以内に臨時会を召集しなければならないと規定されていることから

もうかがえる。また、同条後段と同趣旨の規定は、地方自治法 101 条 3 項に置かれてい

るが、同条 4 項は、臨時会の招集の請求があった場合、普通地方公共団体の長は、請求

のあった日から 20 日以内に臨時会を招集しなければならないと定めていることに照ら

しても（この期間が短すぎるという意見はなく、全国の地方公共団体で遵守されてきた

ことがうかがわれる。）、上記合理的期間を 20 日以内とすることは合理的と考えられる。
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さらに、憲法 54 条 1 項及び国会法 2 条の 3 第 2 項は、衆議院解散後の総選挙又は参議

院議員の通常選挙により、衆議院又は参議院を構成する議員の入れ替わりがあり、新た

な名札の作成等の準備に時間を要する場合であっても、総選挙の日又はその任期が始ま

る日から 30 日以内の国会召集を義務付けていることに鑑みても、かかる準備が不要な

憲法 53 条後段の規定による臨時会召集要求の場合、20 日以内に臨時会を召集する義務

があると解することに無理はないと思われる（なお、臨時会の召集要求に当たり、たと

えば、「10 日以内に召集することを要求する」というように、上記合理的期間よりも短

期の召集時期の指定があっても、内閣はそれに拘束されるわけではなく、上記合理的期

間内に召集すれば足りると考えられる。）。」 
 

イ 臨時会召集決定に関する憲法適合性 

    いずれの判決においても、平成 29 年 6 月に行われた臨時会召集要求に対する内

閣の臨時会召集決定の憲法適合性については判断しなかった。 
    那覇地裁判決は、内閣の臨時会召集決定が国家賠償法上の違法と評価される余地

はないとした上で、当該召集が「冒頭解散により実質的には召集されていないか、

あるいは憲法上認められる合理的期間を徒過したものであるとして、違憲かどうか

を判断するまでもなく、原告らの国賠法１条１項に基づく損害賠償請求は理由がな

い」として、召集決定に関する憲法適合性を判断していない121。岡山地裁判決も同

様の枠組みである。 
    東京地裁判決は、臨時会召集要求権等の国会議員の権限等は、国家賠償法上の損

害賠償請求権の存在を基礎付けるに足りる法律上保護された利益ではないとし、

「原告が参議院議員として有する権限を行使することが妨げられたとされること

の有無、適否等を論ずるまでもなく……国家賠償法 1 条 1 項の規定に基づく損害

賠償請求をすることはできない」として、本件臨時会召集要求に対する召集決定の

憲法適合性について判断していない。 
    各控訴審判決についても、それぞれの地裁判決と同様の枠組みで、臨時会召集決

定に関する憲法適合性について判断していない。 
    最高裁判決は、「憲法 53 条後段の規定による臨時会召集決定の遅滞により、臨時

会召集要求をした国会議員の権利又は法律上保護される利益が侵害されるという

ことはできない」ため、内閣の臨時会召集決定の遅滞を理由として国家賠償法の規

定に基づく損害賠償請求をすることはできないと結論付け、本件要求に対する臨時

会召集決定の遅滞に関する違法性（＝臨時会召集決定に関する憲法適合性）につい

ては判断していない。 
    このように各判決が臨時会召集決定の憲法適合性を判断しなかった理由につい

ては、那覇地裁・岡山地裁判決について、内閣の法的義務違反を認定するには、義

務を履行するための「合理的期間」の解釈問題に触れざるを得ず、それを明示する

 
121 なお、国家賠償法上の違法性を否定しつつ、問題となった法律規定の違憲性を先行して確認した先

例もあり（再婚禁止期間違憲判決。最大判平成 27 年 12 月 16 日民集 69 巻 8 号 2427 頁）、こうした

順序が採用されるかは裁判所の裁量によると解される（沼本祐太「臨時会召集遅延違憲訴訟最高裁判

決」新・判例解説 Watch vol.34（2024 年）34 頁）。 
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負担を避けるためではないかとする見解122や、最高裁判決について、求められた答

えが憲法 53 条後段の義務の存否、その性格についてであったからその限りで答え

を出したのかもしれないとする見解123がある。 
    なお、憲法適合性の判断は下していないが、那覇地裁・岡山地裁判決では、「違

憲と評価される余地はあるものの」として、含みを持たせている。 
 

〔那覇地裁判決〕 

 「憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集要求に対して、内閣は臨時会を召集するべき

憲法上の義務があるものと認められ、かつ当該義務は単なる政治的義務にとどまるもの

ではなく、法的義務であると解されることから、同条後段に基づく召集要求に対する内

閣の臨時会の召集決定が同条に違反するものとして違憲と評価される余地はあるとい

えるものの、他方、憲法 53 条後段に基づく臨時会の召集要求をした国会議員に対して、

内閣が国賠法 1 条 1 項所定の職務上の義務として臨時会の召集義務を負うものとは解さ

れないのであるから、内閣が召集要求をした個々の国会議員に対し、国賠法 1 条 1 項所

定の損害賠償義務を負う余地はなく、政治的責任を負うにとどまるものといわざるを得

ない。 
 したがって、本件召集要求に対し、安倍内閣が行った臨時会の召集（本件召集）は、

これが冒頭解散により実質的には召集されていないか、あるいは憲法上認められる合理

的期間を徒過したものであるとして、違憲かどうかを判断するまでもなく、原告らの国

賠法１条１項に基づく損害賠償請求は理由がない。」 
 なお、岡山地裁判決においても同旨の記載がある。 

 
ウ その他（統治行為論、国家賠償法 1 条 1 項に基づく損害賠償請求、確認の訴えの

適法性） 

   〔統治行為論〕 

 いずれの判決においても、憲法 53 条後段に基づく内閣による臨時会召集決定は、

高度に政治性のある国家行為であって司法審査の対象外である（「統治行為論」）と

の国（被告）の主張は認められなかった。 
 
   〔国家賠償法 1 条 1 項に基づく損害賠償請求〕 

    いずれの判決においても国家賠償法 1 条 1 項に基づく損害賠償請求は認めらな

かった。 
    なお、宇賀克也裁判官は、最高裁判決における反対意見として、臨時会の召集が

遅延したことについて特段の事情がなかったのであれば、本件損害賠償請求は認容

されるべきと述べている。 
 

〔最高裁判決〕 

 「内閣は、憲法 53 条後段の規定による臨時会召集要求があった場合には、臨時会召

集要求をした国会議員が予定している議員活動の内容にかかわらず、臨時会召集決定を

 
122 加藤一彦「議院による臨時会召集要求の憲法的意義」憲法研究 11 号（2022 年）184 頁 
123 橋本基弘「憲法 53 条後段による臨時国会の召集要求と司法審査―最高裁令和 5 年 9 月 12 日判決

の意義」法学セミナー829 号（2024 年）51 頁 
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する義務を負い、臨時会召集要求をした国会議員であるか否かによって召集後の臨時会

において行使できる国会議員の権能に差異はない。そうすると、同条後段の規定上、臨

時会の召集について各議院の少数派の議員の意思が反映され得ることを踏まえても、同

条後段が、個々の国会議員に対し、召集後の臨時会において議員活動をすることができ

るようにするために臨時会召集要求に係る権利又は利益を保障したものとは解されず、

同条後段の規定による臨時会召集決定の遅滞によって直ちに召集後の臨時会における

個々の国会議員の議員活動に係る権利又は利益が侵害されるということもできない。 
 以上に説示したところによれば、憲法 53 条後段の規定による臨時会召集決定の遅滞

により、臨時会召集要求をした国会議員の権利又は法律上保護される利益が侵害される

ということはできない。 
 したがって、憲法 53 条後段の規定による臨時会召集要求をした国会議員は、内閣に

よる臨時会召集決定の遅滞を理由として、国家賠償法の規定に基づく損害賠償請求をす

ることはできないと解するのが相当である。」 
 

〔最高裁判決における宇賀克也裁判官の反対意見〕 

 「憲法 53 条後段の規定による臨時会召集要求から 98 日後に臨時会が召集された上、

召集された臨時会の冒頭で衆議院が解散され、臨時会での審議は全く行われなかったの

で、臨時会召集要求は拒否されたとみざるを得ない。かかる対応は、……特段の事情が

認められない限り、違法であるといわざるを得ない。」 
 「臨時会召集要求に加わった議員は、臨時会で審議に加わることを望んでいたにもか

かわらず、それを妨げられたのであるから、その場合には、法的に保護された利益が侵

害されたとして……臨時会の召集が遅延したことについて特段の事情がなかったので

あれば、本件損害賠償請求は認容されるべきと考えられる。」 
 
   〔確認の訴えの適法性〕 

    憲法 53 条後段の規定に基づき、原告が次に参議院の総議員の 4 分の 1 以上の議

員の一人として国会法 3 条所定の手続により臨時会召集要求をした場合に、内閣に

おいて、20 日以内に臨時会が召集されるよう臨時会召集決定をする義務を負うこ

と等の確認の訴えは、東京地裁に係属した訴訟でのみ争われた。 
    まず、東京地裁・東京高裁判決においては、当該確認の訴えは、国会議員と内閣

という国の機関相互間における権限の行使に関する紛争についての訴訟（機関訴訟）

であり、我が国の法制上、国会議員と内閣との間の権限の行使に関する紛争につい

て、訴えの提起を許す法令の規定は見当たらないとされ、確認の訴えは不適法なも

のとされた。 
    一方、最高裁判決では、本件確認の訴えは公法上の法律関係に関する確認の訴え

に当たるとされたものの、確認の利益を欠き、不適法であるとされた。 
    なお、宇賀克也裁判官は、最高裁判決における反対意見として、確認の利益は認

められ、適法であると述べている。 
 

〔最高裁判決〕 

 「本件各確認の訴えは、上告人が、個々の国会議員が臨時会召集要求に係る権利を有

するという憲法 53 条後段の解釈を前提に、公法上の法律関係に関する確認の訴えとし

て、上告人を含む参議院議員が同条後段の規定により上記権利を行使した場合に被上告
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人が上告人に対して負う法的義務又は上告人が被上告人との間で有する法律上の地位

の確認を求める訴えであると解されるから、当事者間の具体的な権利義務又は法律関係

の存否に関する紛争であって、法令の適用によって終局的に解決することができるもの

であるということができる。そうすると、本件各確認の訴えは、法律上の争訟に当たる

というべきであり、これと異なる原審の判断には、法令の解釈適用を誤った違法がある

といわざるを得ない。 
 もっとも、本件各確認の訴えは、将来、上告人を含む参議院議員が憲法 53 条後段の

規定により臨時会召集要求をした場合における臨時会召集決定の遅滞によって上告人

自身に生ずる不利益を防止することを目的とする訴えであると解されるところ、将来、

上告人を含む参議院の総議員の 4 分の 1 以上により臨時会召集要求がされるか否かや、

それがされた場合に臨時会召集決定がいつされるかは現時点では明らかでないといわ

ざるを得ない。 
 そうすると、上告人に上記不利益が生ずる現実の危険があるとはいえず、本件各確認

の訴えは、確認の利益を欠き、不適法であるというべき……」 
 

〔最高裁判決における宇賀克也裁判官の反対意見〕 

 「記録によれば、憲法 53 条後段の規定による臨時会召集要求のうち 20 日以内に召集

されたのは 40 回中 5 回しかなく、かつ、過去 3 年間をみても、臨時会召集決定は臨時

会召集要求から 20 日を大きく超えてから行われている。このような事態が生じている

のは、臨時会召集要求がされた場合、内閣として臨時会で審議すべき事項等も勘案して、

召集時期を決定する裁量があるという認識があるからと思われ、そうである以上、令和

5 年ないし令和 6 年に臨時会召集要求がされても、20 日以内に臨時会が召集されない蓋

然性は相当に高いと思われる。したがって、即時確定の利益も認められると考えられる。 
 結論として、本件各確認の訴えは、いずれも、確認の利益が認められ、適法であると

考える。」 
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内閣の臨時会召集決定（憲法 53 条後段）についての地裁判決（R2・R3）・ 

 

   判    決  

  
那覇地裁（R2.6.10） 

福岡高裁那覇支部（R4.3.17） 
岡山地裁（R3.4.13） 

広島高裁岡山支部（R4.1.27） 
東京地裁（R3.3.24） 
東京高裁（R4.2.21） 

 

53

・53条後段の内閣による臨時会
の召集決定は、憲法上の法
的義務 

・内閣が個々の議員に臨時会
召集決定をすべき義務を負う
ことは規定していない 

（同左） ― 

国
賠
請
求 

条
後
段 

内閣は、召集手続等に必要な
合理的期間内で召集を決定し
なければならない 

（同左） ― 

 

統
治
行
為 

司法審査は可能 
（「統治行為論」を認めず） 

（同左） ― 

 

国
賠
□
条 

53 条後段の内閣による臨時会
の召集決定は、憲法上の義務
だとしても、当該義務は国賠法
上、個々の議員に対する職務
上の義務ではなく、同法上違
法と評価できない 

（同左） 

臨時会召集要求権等の国会
議員の権限・当該権限を行使
する際の国会議員の職業上
の人格的な価値は、国賠法
上の損害賠償請求権の存在
を基礎付けるに足りる法律上
保護された利益ではない 

 結
論 

H29 臨時会召集の憲法適合性
は判断せず、国賠請求を棄却 

（同左） （同左） 

確 

認 

訴 

訟 
― ― 

内閣の召集義務等の確認訴
訟は、法律の明文なき機関訴
訟であり、却下 

     
 

  

 H29.6.22 に、各議院の 4 分の 1 以上の国会議員が憲法 53 条後段に基づき臨時会の召集

を要求。安倍内閣による臨時会の召集は、98 日後（9.28）。 
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高裁判決（R4）・最高裁判決（R5）・学説・国の主張の対比 

 

判    決 
学説（通説） 国（被告）の主張 

最高裁（R5.9.12）※ 

・臨時会召集要求がなされた場
合には内閣が召集決定する義
務を負う 

・しかし、個々の議員の臨時会
召集要求に係る権利・利益を
保障したものではない 

53 条後段の内閣による臨時
会の召集決定は、憲法上の
法的義務 

・53 条後段の内閣による臨時会の召集
決定は、憲法上の義務 

・臨時会召集要求をした個々の議員の
具体的権利を規定していない 

・内閣が個々の議員に対し、召集決定
をする法的義務はない 

― 
内閣は、召集手続等に必要
な合理的期間内で召集を決
定しなければならない 

内閣は合理的期間内での召集決定義
務を負うが、「合理的期間」は、臨時会
の審議事項、召集に当たり整理すべき
諸課題も踏まえて判断されるものであ
り、一義的に定まらない 

― 

衆議院の解散（苫米地判決）
や議院自律権以外は、「統
治行為論」を安易に認める
べきではない 

臨時会召集は、「国家統治の基本に関
する高度に政治的な問題」であり、司法
審査の範囲外（「統治行為論」） 

53 条後段は、個々の議員に召
集後の議員活動を可能とするた
めに臨時会召集要求に係る権
利・利益を保障したものではな
く、臨時会召集決定の遅滞によ
って直ちに召集後の個々の議員
の議員活動に係る権利・利益は
侵害されない 

 
 

？ 

・内閣は臨時会召集要求をした個々の
議員に対して政治的責任を負うにとど
まる 

・53 条後段は、内閣が憲法上の召集決
定義務に違反しても議員に対して国
賠法による損害賠償を認める旨を規
定していない 

（同左） 
 
 

訴え却下・請求棄却を主張 

内閣の召集義務等の確認訴訟
は法律上の争訟だが、確認の
利益を欠くため、却下 

― 
内閣の召集義務等の確認訴訟は、法
律の明文なき機関訴訟であり、却下す
べき 

     

※宇賀克也裁判官の反対意見の概要は以下のとおり 

 【憲法５３条後段】 臨時会召集要求があれば、特段の事情がない限り、内閣が合理的期間内（20日以内）に

召集を決定する法的義務を負う。また、臨時会召集要求を行う議員に国会活動における諸権利の行使を実

現するための手続的権利を付与したもの。 

 【国家賠償法上の損害賠償】 臨時会召集の遅滞により、召集要求に加わった議員はその希望に反して臨時

会の審議への早期の参加が妨げられたのであるから、特段の事情がない限り、法的に保護された利益が侵

害されたとして損害賠償は認容されるべき。 

【確認の訴えに係る確認の利益】 将来においても臨時会召集要求がなされ、かつ、20 日以内に臨時会が召

集されない蓋然性が相当に高く、即時確定の利益があることから、確認の利益が認められるべき。 
 

 そこで、召集を要求した国会議員の一部が、内閣が合理的期間内に臨時会の召集を決定

しなかったのは憲法 53 条後段に違反するとして、国家賠償請求訴訟等を提起。 

 


